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 『うぃ』は、英語のＷｅで「私たち」、『ずぅ』は、宮古 

方言の「行きましょう」の意で、男女がともに歩む情景を

イメージしたものです。 

 また、連続音としての『うぃず』は、英語のＷｉｔｈ「一緒

に」という意味になります。すべての市民・老若男女が

「男女共同参画社会」の実現に向けてともに歩んでいこ

うという期待を込めています。 



はじめに 

 

            

 

 

 

 少子高齢化やライフスタイルの多様化など、近年の社会経済情勢の著しい変化の中で、

誰もが暮らしやすく、全ての人が個性と能力を発揮できる男女共同参画社会の実現はます

ます重要になってきております。 

 本市においては、平成７年に旧平良市で女性行政係が設置され男女共同参画の取り組み

が始まりました。合併後の平成 19年に「第１次宮古島市男女共同参画計画」、平成 24年に

「第２次計画」を策定し、計画目標の実現に向け各施策に取り組んでまいりました。 

 しかしながら、平成 28 年に実施した市民アンケートの結果において、性別役割分担意識

が今もなお根強く残っていること、ワーク・ライフ・バランスの実現等多くの課題が残っ

ていることがわかりました。 

 今回、第３次計画の策定にあたりましては、第２次計画の目標を基本とし、実施状況の

点検、課題等の確認、国・県の動向を踏まえながら、庁内各部局の職員で構成した部会等

で議論を重ねるとともに、宮古島市男女共同参画懇話会の提言をもとに策定しました。 

 なお、第３次計画は、男女ともに能力を発揮して活躍できるような意識や環境づくり、

あらゆる暴力の根絶に向けた取り組みや自立に向けた支援等の施策を加えるとともに、新

たに評価指標についても設定し、実効性のある計画として策定しました。 

 これから、計画の内容について市民に周知を図りながら、庁内の推進体制を強化し、行

政のあらゆる分野において男女共同参画の視点を持ち、示された具体的な事業に積極的に

取り組んでまいります。 

 また、計画の推進にあたっては、国・県との連携を図りながら、市、市民、事業者等の

皆様が協働して取り組むことが不可欠となりますので、今後とも皆様のより一層のご理解

とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 おわりに、本計画の策定にあたり貴重なご意見やご提言をいただきました宮古島市男女

共同参画懇話会委員の皆様をはじめ関係各位に対しまして心からお礼申し上げます。 

 

 

                    平成２９年３月 

                    宮古島市長 下地 敏彦 

市
長 

顔
写
真 
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第１章 計画の基本的な考え方 

 

１ 計画策定の背景と趣旨 

 国連は、昭和 50(1975)年を「国際婦人年」と定め、第１回世界女性会議において「世界行動計画」を

採択、加盟国がとるべき施策の指針を示しました。 

 男女平等を求める世界的な潮流のなかで、我が国においても国際的な動きと連動しながら、「女子差別

撤廃条約」を批准し、「男女雇用機会均等法」等の法整備を進めました。 

 平成 11(1999)年、男女共同参画社会実現の法的根拠となる「男女共同参画社会基本法」が制定され、

平成 12(2000)年に我が国初の「男女共同参画基本計画」が策定されました。 

 平成 27(2015)年には「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」、「第４次男女共同参画基本

計画」が策定され、男女共同参画及び女性の活躍推進の加速に向けた様々な施策が進められています。 

 沖縄県においては、平成５(1993)年、「男女共同参画型社会の実現をめざす沖縄県行動計画～DEIGO プ

ラン 21～」(第１次)が策定されました。同年、財団法人おきなわ女性財団設立、平成８(1996)年女性の

社会活動の拠点沖縄県女性総合センターてぃるる開館、平成 15(2003)年「沖縄県男女共同参画推進条例」

の制定等、様々な施策が展開されてきました。 

 本市においては、平成７(1995)年、旧平良市に女性行政係の設置をもって男女共同参画への取り組みが

始まり、平成 11(1999)年「平良市男女共同参画行動計画（ゆいプラン）」を策定しました。平成 17(2005)

年の市町村合併後には、平成 19(2007)年に「第１次宮古島市男女共同参画計画（うぃ・ずぅプラン）」、

平成 24(2012)年に「第２次計画」を策定しました。 

 第２次計画の最終年度に「宮古島市男女共同参画社会づくりに関する意識調査」（市民アンケート）を

実施した結果、職場や地域・自治会で男女平等であると感じている市民は５割に達していません。女性よ

りも男性が優遇されていると感じている割合が高くなっており、「社会的しきたりや慣習」がその一因で

あると考えられていることが明らかになりました。男女の性に基づいた固定的な役割分担意識が根強く

残っている様子がうかがえます。 

 少子・高齢化、情報化など社会経済情勢の著しい変化の中で、性別に関わらず互いの人権を尊重し、個

性と能力を十分発揮し、共に活躍できる男女共同参画社会の実現は社会全体で取り組むべき最重要課題

となっています。 

 このような状況を踏まえ、誰もが暮らしやすく共に活躍できる男女共同参画社会の実現を目指すため

「第３次宮古島市男女共同参画計画（うぃ・ずぅプラン）」を策定します。 

   

 

２ 計画の性格  

 (1)この計画は、「男女共同参画社会基本法」第９条及び第 14 条第３項、「女性の職業生活における活

躍の推進に関する法律」第３条及び第６条第２項に基づき、市の責務及び努力義務として策定され

るものです。 

 (2)この計画は、国の「第４次男女共同参画基本計画」、「女性の職業生活における活躍の推進に関する

基本方針」、県の「第５次沖縄県男女共同参画計画」との整合性を図りながら、本市における男女共
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同参画社会の形成に向けて主体的に取り組む施策として策定されるものです。 

 (3)この計画は、宮古島市における男女共同参画社会の形成を促進するための施策展開の基本となるも

ので、施策の目標とその課題及び具体的事業を示すものです。 

 

３ 計画の位置づけ 

 (1)この計画は「宮古島市総合計画」の部門計画の一つであり、宮古島市子ども・子育て支援事 

  業計画等、関連計画と整合性を持つものです。 

 (2)この計画は、宮古島市男女共同参画懇話会より提言された「第３次宮古島市男女共同参画計 

  画の策定に向けて」の趣旨を尊重して策定されるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        勘案 

 

 

 

 

 

４ 計画の名称    

  名称：第３次宮古島市男女共同参画計画  

  愛称：うぃ・ずぅプラン 

  

 第２次宮古島市総合計画 
 沖縄県男女共同参画計画 

  （DEIGOプラン） 

アンケート調査 

 その他・関連計画 
第３次宮古島市男女共同参画計画 

   うぃ・ずぅプラン 

 懇話会提言 

・男女共同参画社会基本法 

・女性の職業生活における活躍の 
 推進に関する法律 

 

・男女共同参画基本計画 

・女性の職業生活における活躍の 
 推進に関する基本方針 
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５ 計画の期間  

  この計画の期間は、平成 29年度から平成 33年度までの５年間とします。 

 

６ 計画の基本理念 

 

 

 

 
 

 

 

 宮古島市男女共同参画計画は、日本国憲法の個人の尊重や法の下の平等、男女共同参画社会基本

法の精神を受けて、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野

における活動に参画する機会が確保され、政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受すること

ができ、かつ共に責任を担うべき社会」、さらに職業生活においても男女を問わずその個性と能力を

充分に発揮できる社会の実現を目指すことを基本理念とします。 

 

 

７ 基本目標と課題 

 基本目標 Ⅰ ＜啓発・人権＞ 男女が等しく生きる権利を保障される社会の実現 

  課題 １．多様な選択を可能にする教育・学習の充実 

  課題 ２．人権尊重の意識啓発 

  課題 ３．ＤＶ（配偶者等からの暴力）やハラスメントをはじめとするあらゆる暴力の根絶 

 

 基本目標 Ⅱ ＜参 画＞   男女が対等なパートナーとして参画できる社会の実現 

  課題 １．政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

  課題 ２．家庭・地域における男女共同参画の推進 

 

 基本目標 Ⅲ ＜自 立＞   一人ひとりが自立する社会の実現 

  課題 １．自立支援と意識啓発 

  課題 ２．女性への就業支援 

 

 基本目標 Ⅳ ＜多様性＞   個性と能力を認め合う社会の実現 

  課題 １．雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

  課題 ２．健康・福祉の充実 

 

 

～ 共に認め合い、共に活躍できる社会を目指して ～ 
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（基本目標） （課　題） （施　　策）

①　男女平等を推進する教育・学習の実施
１　多様な選択を可
　　能にする教育・ ②　男女共同参画の視点に立った制度、慣習・慣行
　　学習の充実 　  の見直し

＜啓発・人権＞ ③　男女共同参画推進条例の制定

Ⅰ男女が等しく生
 きる権利を保障 ２　人権尊重の意識 ①　広報啓発活動の推進
 される社会の実 　　啓発
 現 ②　リプロダクティブ・ヘルス／ライツに関する

　　意識の浸透

３　ＤＶ（配偶者等か ①　あらゆる暴力の根絶に向けた取り組みと
　　らの暴力）やハラ 　　被害者への支援体制の強化
　　スメントをはじめ
　　とするあらゆる ②　あらゆる暴力やハラスメントの防止に向けた
　　暴力の根絶     取り組み

１　政策・方針決定 ①　審議会等委員及び女性職員の登用促進【※】
　　過程への女性の

＜参画＞ 　　参画拡大 ②　女性リーダーの育成と人材リストの活用

Ⅱ男女が対等な
　パートナーとし ①　家庭生活・地域活動への男女共同参画の推進
　て参画できる ２　家庭・地域にお
　社会の実現 　　ける男女共同 ②　地域で築く安全で安心な生活環境の形成

　　参画の推進
③　農漁業等におけるパートナーシップの確立

１．自立支援と ①　自立への啓発と支援
＜自立＞ 　　意識啓発
Ⅲ一人ひとりが 　　 ②　生活上の困難を抱えた女性等への支援
　自立する社会
　の実現

①　女性の就業能力開発支援【※】
２　女性への
　　就業支援 ②　起業を目指す女性への支援【※】

①　ワーク・ライフ・バランスの意識啓発と法制度
１　雇用等における     の周知【※】
　　男女共同参画の ②　多様なライフスタイルに対応した子育て支援策

＜多様性＞ 　　推進と仕事と 　　等の充実【※】
Ⅳ個性と能力を認 　　生活の調和
　め合う社会の ③　働き続けるための就業環境の整備【※】
　実現

④　企業への取り組み促進【※】

①　高齢者及び障がいをもつ者に対する生活自立
２　健康・福祉の 　　支援
　　充実

②　健康保持増進事業の推進、生涯を通じた健康
　　支援

①　全庁的な推進体制の確立

②　男女共同参画に関する資料の収集・提供

推進体制の確立 ③　男女共同参画懇話会の設置

④　市民、事業所、関係機関等との連携強化

【※】は女性活躍推進法に基づく計画の施策

８　施策の体系図

共
に
認
め
合
い
、
共
に
活
躍
で
き
る
社
会
を
目
指
し
て



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

    第２章 

  計 画 の 内 容 
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基本目標 Ⅰ  男女が等しく生きる権利を保障される社会の実現 

 

 課題１ 多様な選択を可能にする教育・学習の充実 

 

  【現状と課題】 

平成 28(2016)年に実施した「宮古島市男女共同参画社会づくりに関する意識調査」（以下、「市

民アンケート」という。）では、家庭と教育の場で男女が平等であると感じている市民は半数を超え

ています。一方で、職場、地域や自治会の場では５割に満たず、また平等でない原因は「社会的しき

たりや慣習」だと多くの方が回答しています。場面によっては男女それぞれの性に基づいた固定的な

役割分担がいまだに残っている様子がうかがえます。 

   男性も女性も豊かで生き生きとした生活を営み共に活躍するためには、互いの違いを受入れ、そ

の個性を認め合い、各々の能力が発揮できる男女共同参画社会の実現が不可欠です。 

   そのためには、幼少期から人権尊重を基盤とした男女共同参画についての正しい理解や自立の意

識を持つことが大切です。 

 男女一人ひとりが自立と思いやりの意識を育み、個人の尊厳と男女平等の理念を尊重した教育・学

習を推進し、男女共同参画の視点に立ち男女ともに多様な選択を可能にする制度・慣習等の見直しに

向けた啓発に取り組みます。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
用語解説 
 
        
  固定的性別役割分担意識 
     個人の能力等によってではなく、男性、女性という性別を理由として、役割を固定的に決めることをいいます。  

   例：「男は仕事、女は家事・育児」、「男性は主要な業務・女性は補助的業務」 
 
  

 

9.4% 8.7%

18.9%

7.9%

21.3%
22.8%

10.2%

0.8% 0.0%

16.3%

9.7% 13.3%

1.5%

21.9%
26.0%

8.7%

1.0% 1.5%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

男
性
の
無
理
解

男
性
へ
の
経
済
的

依
存

男
女
の
能
力
や
体

力
の
差

女
性
の
自
覚
の
欠

如

男
女
の
仕
事
の
内

容
や
役
割
の
違
い

社
会
的
し
き
た
り

や
慣
習

特
に
不
平
等
を
感

じ
な
い

そ
の
他

無
回
答

市民アンケート

（男女の不平等が生じる原因は何だと思いますか）

男性 女性
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【施策１】男女平等を推進する教育・学習の実施 

事業名 事業内容 目標 担当課 

 

男女共同参画の

視点を育む保育

及び学校教育の

推進 

 
  

 

○保育士や教職員等が、男女共同参画の理念を理解し、

幼児期から性別にとらわれず個性を尊重する精神を育

むことができるような保育・教育に向けた職員研修会

の実施 

年１回 
児童家庭課 

学校教育課 

○学校教育活動全体を通じた男女平等、相互理解、両性

の自立についての指導の充実 
 学校教育課 

○性別による優先順位や固定観念を無くすための男女

混合名簿導入の促進 
 学校教育課 

 

 

【施策２】男女共同参画の視点に立った制度、慣習・慣行の見直し 

事業名 事業内容 目標 担当課 

 

本計画の周知 ○広報誌やホームページへの掲載、概要版の配布等に

よる市民や事業者等への周知 

広報誌 

年 3回 
働く女性の家 

○庁内各課への計画の配布と勉強会の実施 通年 働く女性の家 

 

男女共同参画に

関する啓発活動

の充実 

○男女共同参画週間やゆいみなぁフェスタ、生涯学習

フェスティバル等におけるパネル展の開催 
年３回 働く女性の家 

○広報誌やホームページ、パネル展等を活用した、男女

共同参画に関する法制度や用語についての周知 
100% 働く女性の家 

社会制度、慣行

等の見直しに向

けた学習 

○固定的性別役割分担意識の是正に向けた講座の開催

や、男女共同参画に関する資料や情報の提供 
年１回 働く女性の家 

市刊行物等で性

別による役割を

固定しない表現

の推進 

○刊行物発行の際、性別による役割を固定化しない表

現の点検 
 全課 

 

【市民アンケート（用語の周知度）】 

  よく聞く 
聞いたこと

がある 

よく聞く・聞いた

ことがある 

聞いたことがな

い 

男女共同参画 35.7% 43.4% 79.1% 16.8% 

うぃ・ずぅプラン 0.5% 12.2% 12.8% 78.1% 
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【施策３】男女共同参画推進条例の制定 

事業名 事業内容 目標 担当課 

男女共同参画推

進条例の制定 

○男女共同参画社会の実現に向け、市、市民、事業者等

の役割等を定め、本計画の着実な推進に向けた「宮古島

市男女共同参画推進条例」の制定 

H29年

度 
働く女性の家 

 

 課題２ 人権尊重の意識啓発 

 

  【現状と課題】 

   男性と女性が「個」としての特性や人権を認めあい、その能力を十分に発揮できることが、男女共

同参画社会実現への前提になります。 

      互いの性への理解を深めることは、命の尊厳や相手への思いやり、ひいては人権尊重へつながりま

す。とりわけ学校における性教育の果たす役割は大きく、発達段階に応じた取り組みが重要です。 

   男性とは異なり女性は妊娠、出産という役割を担うため、女性の主体的な選択を尊重したリプロ

ダクティブ・ヘルス/ライツ（性と生殖に関する健康・権利）の視点も人権尊重の一つとして浸透さ

せるとともに、性差とライフステージに応じた健康支援に取り組みます。 

   また、近年では、生物学的な男性・女性の区別に違和感を感じる方々や性的指向の多様性が認識さ

れつつあり、各自が一個人として人権を尊重され、性の多様性を認め合う社会づくりが求められてい

ます。 

 
 
【施策１】広報啓発活動の推進 

事業名 事業内容 目標 担当課 

 

人権尊重の意識

啓発の推進 

○「人権を考える日」の教育活動の充実 
毎年実

施 
学校教育課 

○広報誌等を活用した相談窓口の周知  市民生活課 

 

在住外国人等へ

の人権啓発 

○外国語版のカードやパンフレット等を活用した外国

人への啓発 
 

市民生活課 

児童家庭課 

○他課職員と連携した相談窓口の充実  
市民生活課 

児童家庭課 

 

用語解説 

 

  リプロダクティブ・ヘルス/ライツ（性と生殖に関する健康・権利） 
      「性と生殖の健康を得る権利」のこと。女性の重要な人権の一つとして認識されています。 
    子どもを産む、産まない、いつ何人産むかなどを女性が自分で決めることを尊重する考え方です。 
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【施策２】リプロダクティブ・ヘルス/ライツに関する意識の浸透 

事業名 事業内容 目標 担当課 

 

○発達段階に応

じた適切な性教

育の実施 

○紙芝居等の教材を活用した幼児向け性教育の実施 ３回 健康増進課 

○小・中学校におけるＨＩＶ／エイズ、性感染症対策教

育 
年１回 学校教育課 

○思春期の性と生に関する取り組み  
学校教育課 

健康増進課 

○思春期の性に関する保護者への啓発  
学校教育課 

健康増進課 

女性性、男性性

の学習・啓発 

○リプロダクティブ・ヘルス／ライツの考え方の周知

に向けた講座の開催 

２年に

１回 
働く女性の家 

妊婦及びパート

ナー向けのマタ

ニティスクール

の開催 

○夫婦が協力しながら安心して妊娠、出産、育児ができ

る環境づくりや意識啓発に向けてのマタニティスクー

ルの開催 

年 18回 健康増進課 

                                            

課題３ ＤＶ（配偶者等からの暴力）やハラスメントをはじめとするあらゆる暴力の根絶 

 

 【現状と課題】 

  ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）やセクシャル・ハラスメントなど女性や子ども、高齢者及び

障がい者への暴力が個人の尊厳を損なうものとして社会問題になっています。その予防と被害者を支

援するための取り組みを推進し、暴力の根絶を図ることは、男女共同参画社会を形成していく上で重要

な課題となっています。配偶者等からの暴力、ストーカー行為、性的暴力の他、近年のインターネット

上の新たなコミュニケーションツールの普及に伴う一層多様化している新たな形の暴力に対しても的

確に対応していく必要があります。 

  とりわけ、配偶者等からの暴力は被害者のみならずその子どもにも悪影響を与えることを考慮しな

ければなりません。 

  平成 27年度の宮古島市女性相談室への相談件数は、延べ 1,016件で、前年度を大きく上回っていま

す。その中で最も多いのがＤＶの相談となっており、飲酒後の口論などから暴力を振われるケースが多

くなっています。 

  平成 28年度に実施した市民アンケート結果においても、17.3％もの人々がＤＶを経験しており、そ

の８割は女性です。また、ＤＶを受けても「誰にも相談しない」と回答した方は 65.7％にものぼり、

家庭内またはパートナー同士の内輪のことは誰かに相談することではない、または外部に知られるの

は恥ずかしいなど、ＤＶが重大な人権侵害であることが認識されていない実態がうかがえます。 

  これらのことから、特に若年層に対する予防啓発や、暴力を生まないための、また、被害者にも加害
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者にもならないための意識啓発に加え、相談体制の充実やＤＶ被害者の自立支援に向けて取り組みま

す。 

  あわせて、市民や事業者に向け、様々なハラスメントに対する意識啓発や被害者への支援対策を促

進し、女性が安心して働ける環境づくりを推進します。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策１】あらゆる暴力の根絶に向けた取り組みと被害者への支援体制の強化 

事業名 事業内容 目標 担当課 

 

被害者への支援体

制の強化・相談窓

口の充実 

○相談員の研修機会の確保やスキルアップへの取り

組み 
 児童家庭課 

○被害にあった際の対応経路（フローチャート）の

周知及び関係機関との連携による円滑な実施 
 児童家庭課 

○相談者の負担軽減のため、関係課共通のワンスト

ップシートの導入検討 
 関係各課 

 

庁内外の関係機関

等のネットワーク

の確立 

○ＤＶ事例検討会、教育相談、要保護児童対策協議

会や、他機関の実務者会議などネットワークの確立

と情報交換 

随時 
児童家庭課 
働く女性の家 

○県、関係機関との連携強化  児童家庭課 

ある
7.8%

25.2%

8.3%

17.3%

ない
88.3%

74.8%

83.3%

80.6%

無回答
3.9%

0.0%

8.3%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

性別無回答

計

市民アンケート

（DVを受けた経験）

警察に連絡
0.0%

7.1%

0.0%

5.7%

家族、友人に相談
16.7%

21.4%

100.0%

22.9%

公的機関に相談
0.0%

3.6%

0.0%

2.9%

誰にも相談しない
50.0%

64.3%

0.0%

65.7%

無回答
25.0%

3.6%

0.0%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

性別無回答

計

市民アンケート

（DVを受けたときの対処方法）
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被害者の一時保護

施設の確保・充実 
○緊急避難場所の充実  児童家庭課 

ＤＶ被害者の居住

場所の確保 
○公営住宅入居への配慮や転居支援  

児童家庭課 

建築課 

ＤＶ、ストーカー

等暴力被害者の安

全確保 

○住民基本台帳等の閲覧の制限  市民生活課 

ＤＶ被害者の健康

保障 

○国民健康保険加入申請の円滑な実施  
国民健康 

保険課 
○保険証の個人別化を円滑に実施  

 

【施策２】あらゆる暴力やハラスメントの防止に向けた取り組み 

事業名 事業内容 目標 担当課 

 

ＤＶ等あらゆる暴

力の防止に向けた

啓発活動 

○配偶者暴力防止法、児童虐待防止法、高齢者虐待

防止法、障害者虐待防止法、ストーカー規制法等の

周知 

福祉計

画や市

のホー

ムペー

ジ等を

活用し

周知 

児童家庭課 

障がい福祉課 

高齢者支援課 

○「女性に対する暴力をなくす運動」期間中の取り

組みとして、パネル展や防止に向けた講演会等啓発

事業の実施 

年１回 
働く女性の家 

児童家庭課 

 

予防・早期発見・早

期対応に向けた体

制づくり 

 

○被害者及び加害者の相談窓口の周知徹底  

児童家庭課 

健康増進課 

学校教育課 

○被害者の発見（通報の義務や努力義務等）につい

ての周知 
 児童家庭課 

○児童虐待の予防・早期発見・早期対応を期すため

に、児童相談所等関係機関と連携強化 
年１回 

児童家庭課 

健康増進課 

学校教育課 

 

各ハラスメント防

止対策の徹底 

○講習会・研修会の開催による意識啓発 
計画期

間内に

2回 

総務課 

働く女性の家 

○相談窓口の設置 １カ所 総務課 

○パンフレット、ポスターによる事業者への広報活

動の実施 

年１回

以上 
商工物産交流課 

 

用語解説 
 
    ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ） 
        一般的には「夫や恋人など親密な関係にある相手から振るわれる暴力」という意味で使われます。 身体的、精神的、 

性的、経済的暴力等などが重なりあって起こることもあります。  
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基本目標 Ⅱ  男女が対等なパートナーとして参画できる社会の実現 

 

課題１ 政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

 

 【現状と課題】 

少子・高齢化や国際化、情報化の進展等変化の著しい時代にあって、誰もが意欲を持って参画できる

社会を実現するには、社会のあらゆる領域に多様な視点や幅広い意見を取り入れることが重要です。市

の政策のみならず、あらゆる方針を決定する過程に女性の参画を促し、男女双方が参画することによっ

て多様な意見の反映を容易にし、さまざまな価値観に寛容で柔軟な社会になると考えられています。 

本市において、政策・方針決定過程に参画している女性の割合はまだまだ少なく、平成 28年４月１

日現在の審議会等の女性登用率は、目標値の 30％に達していない状況です。 

また、農業人口の半数近くが女性でありながら、農漁村団体組織役員や各委員における女性の割合は

かなり低い状況にあります。 

今後は、ポジティブ・アクション（積極的改善措置）等を検討し、クォータ制（割当制）の導入等男

女のバランスに配慮した委員構成に努める必要があります。 

女性がその能力を十分に発揮し、様々な場面で活躍していくために、ワーク・ライフ・バランス（仕

事と生活の調和）の推進による環境整備に加え、男女双方に対する採用時や役職・立場に応じた多様な

研 修会、女性対象のキャリアアップ講座の開催等、意識啓発と併せて多様な分野における女性リーダ

ーの育成に取り組みます。 

 

 
               【審議会等の女性委員登用率】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
     

用語解説 

 
 ポジティブ・アクション（積極的改善措置）                                                                      

様々な分野において、活動に参画する機会の男女間の格差を改善するため、暫定的、一時的に男女のいずれか一方に 
  対し、活動に参画する機会を積極的に提供するものであり、個々の状況に応じて実施していくものです。 
   これは、現実に機会を利用できるようにする合理的な措置であり、憲法の平等原則に反しないとされ、男女共同参画 

社会基本法では、国、地方公共団体の責務とされています。 
 
 女性のエンパワーメント 

      力をつけること。女性が自らの意識と能力を高め、社会のあらゆる分野で力を持った存在となって行動していくこと。 

 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

国

沖縄県

県内市町村平均

宮古島市
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【施策１】審議会等委員及び女性職員の登用促進 

事業名 事業内容 目標 担当課 

 

審議会等委員への

女性登用率向上 

○「審議会等委員への女性登用を図るための運用方

針」の浸透 
年２回 働く女性の家 

○委員等への女性登用目標値達成に向け、各女性団体

からの推薦等を検討 
35％ 

働く女性の家 

全課 

女性職員の登用率

向上 
○管理職への女性登用率目標値の設定 8％ 総務課 

女性の職域拡大 ○各部署の男女比に偏りのない配置を促進  総務課 

男女の活躍推進 
○男性、女性各々の特性を意識した啓発活動及び職員

研修の充実 
年１回 

総務課 

働く女性の家 

ポジティブ・アク

ションの検討 

○委員選任におけるクォータ制（男女委員の割当制）

の導入 
 全課 

農漁村団体組織役

員や各委員等への

女性登用と参画推

進 

○ポジティブ・アクションによる女性登用を働きかけ  
農政課 

水産課 

○農業委員への女性の参画に向けた啓発活動の促進 ２名 農業委員会 

 

【施策２】女性リーダーの育成と人材リストの活用 

事業名 事業内容 目標 担当課 

 

人材に関する情報

収集 

○各講演会、講座、勉強会参加者へ、職歴や有資格等

の情報登録を募り人材リストを作成、委員会等へ推薦

できるような仕組みの検討 

 働く女性の家 

 

女性リーダーの育

成と人材リストの

活用及びネットワ

ークづくり 

○社会教育関係団体のネットワークづくりの推進  

生涯学習振興課 
○社会教育関係団体に対するリーダー研修会の実施  

○リーダーバンクの活用促進  

○男女共同参画社会を実現するための活動を行う団

体や個人に対し、研修会参加への派遣や講座開催を支

援 

毎年 働く女性の家 

 

農漁村女性団体組

織のエンパワーメ

ントのための研修

等の実施 

○関係機関と連携した研修会等の実施  

農政課 

水産課 
○他地域との交流会の実施  

○農漁協女性部の活動支援  
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課題２ 家庭・地域における男女共同参画の推進 

 

 【現状と課題】 

共働き世帯の増加や地域社会が様々に変容していく中で、固定的な性別役割分担に対する意識は徐々

に変化しています。市民アンケートでは「男は仕事、女は家庭」といった考え方に「同感しない」と回

答した方は 79.6％にのぼり、家事については、95.2％の方が「夫もすすんで家事をやるべき」または

「夫もすすんで手伝うことが望ましい」と回答しています。 

一方で、家庭において男性が優遇されていると回答した男性は 18.2%、女性は 42.2%であり、女性が

優遇されていると回答した男性は 6.5%、女性は 5.5%で、家事や育児・介護等家庭生活の負担に偏りが

ある現状が見えます。家庭生活において男女が共に協力できる体制の確立を目指し、意識の啓発を進め

ます。 

また、本市は第１次産業従事者が多く、そうした世帯でも生産者と消費者の視点を併せ持つ女性との

パートナーシップの確立を図り、農林漁業を家業から職業へ転換を図ることが重要です。 

地域においては、防災体制の強化の面で住民のネットワークが重要視されています。日頃から地域で

互いに協力しあい、防災問題に取り組むことができる体制を整えていく必要があります。また、女性と

男性では、災害から受ける影響に違いが生じることから、男女双方に配慮した避難所の整備運営等、災

害時における事前の取り組みが必要です。 

また、エコアイランド推進に取り組む本市において、女性の環境保全や美化等に対する高い関心や経

験を活かす等、ゴミのない美しい島づくりに向けて環境問題分野への女性の参加を促進します。 

 

             農漁村における男女共同参画の現状 

    

                                            
農業就業人口 

  （2015年農林業センサス農林業経営体調査） 

   

 

                       

※沖縄

県農業改良普及課提供（H27年度調） 

 

 

 

用語解説 

 
 パートナーシップ 

友好的な協力関係。 お互いを自立した主体的存在として認めあい、対等な立場で連携・協力し合う関係をいいます。 
共存・共生できる関係でもあります。 

 家族経営協定   
家族経営の農業において、農業経営を担っている世帯員一人ひとりの役割と責任を明確にし文書で取り決めることです。 

 認定農業者制度                                          
農業経営者が立てた計画を市町村が認定するものです。認定者になると計画資金の借入や農地斡旋等の支援措置が 

受けられます。家族経営協定者である女性にもパートナーとともに認定への道が開かれています。 

 

 
宮古島市 沖縄県 

総数 女性数 総数 女性数 

家族経営協定戸数（戸） 57 594 

認定農業者数（人） 164 14 1,574 194 

農業士（人） 48 13 211 56 

農業委員数（人） 30 1 483 34 

農山漁村女性起業者数（人）  99  211 

 宮古島市 沖縄県 

男性 3,306人 12,477人 

女性 2,566人 7,439人 

合計 5,872人 19,916人 
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【施策１】家庭生活・地域活動への男女共同参画の推進 

事業名 事業内容 目標 担当課 

 

家庭における男女

平等、協力体制の

推進 
 

○沖縄県教育委員会の「やーなれー運動」の周知徹

底 
年２回 生涯学習振興課 

○市広報誌やホームページにおいて、男性の家事、

育児、介護等への参加に関する内容を掲載し、意識

啓発を図る 

年１回 働く女性の家 

○男女共同参画週間やゆいみなぁフェスタ、生涯

学習フェスティバル等においてパネル展を開催

し、市民の意識の高揚を図る（再掲） 

年 3回 
働く女性の家 

生涯学習振興課 

○ＰＴＡ、高齢者学級等社会教育団体を対象とし

た自立講座・講演会の開催 
 生涯学習振興課 

地域活動への男女

の参画推進 
○生涯学習を通じた地域活動への男女の参加促進  生涯学習振興課 

○社会教育関係団体役員への女性登用支援  生涯学習振興課 

  

【施策２】地域で築く安全で安心な生活環境の形成 

事業名 事業内容 目標 担当課 

 

循環型社会をめざ

した環境づくり 

○環境問題協議組織等への女性登用推進 30％ 

環境衛生課 ○リサイクルセンターを活用した講習会の開催や視

察研修・見学の受入 
年 30 回 

○地域の環境問題等ネットワークづくりの推進  

 

地域防災意識の向

上 

○防災に関する組織等への女性の参加促進 30％ 

防災危機管理

班 

○減災や防災に向けた研修会や講習会を通した、地

域の防災ネットワークづくりの支援 
年 20 回 

男女双方の視点に

配慮した災害時の

取り組み 

○防災用品の点検・確認や避難場所の開設・運営等

に備えた事前の取り組みの強化 
 

 

【施策３】農漁業等におけるパートナーシップの確立 

事業名 事業内容 目標 担当課 

家族経営協定の推

進 

○家族で農漁業に従事する世帯へ向けた意識啓

発活動の実施 家族協定 

60 戸 

農政課 

農業委員会 
○関係機関との連携強化 

認定農業者の拡大 ○各種研修会を通した育成、認定に向けた施策

の広報と支援 
197名 

（うち、女

性 18 名） 

農政課 

農業委員会 
○関係機関との連携強化 

農業者年金事業 ○パンフレット等を活用した農業者年金制度の

周知と加入促進 
毎年５人 農業委員会 



- 15 - 

   

基本目標 Ⅲ  一人ひとりが自立する社会の実現 

 
課題１ 自立支援と意識啓発 

 

 【現状と課題】 

日本国憲法で謳われている基本的人権の尊重は、男女共同参画の基本理念でもあります 

男女共同参画社会は、性別を理由とする差別や暴力が根絶され、一人ひとりが社会のあらゆる分野で

自立し、その主体的な生き方や人権が大切にされる社会です。 

生活面や経済面の自立を図ることは精神的な自立につながり、生き方を主体的に選択することを可

能にします。これらの意識の涵養は幼少期からの取り組みが重要であるため、子どもたちに対しては、

進路や就職に関する指導に併せて男女ともに経済的に自立していくことの重要性について伝えるとと

もに、社会人・職業人として自立できる人材育成の教育を推進します。 

さらに、非正規職員やひとり親世帯等、生活上の困難に陥りやすい女性が増加しており、その実情に

応じた相談・支援体制の充実や、貧困等の世代間連鎖を断ち切るための子どもたちへの教育支援等、切

れ目のない支援に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策１】自立への啓発と支援 

事業名 事業内容 目標 担当課 

 

家庭生活を支える

講座の開設と啓発 

（男性の生活自立

支援） 

○各種講座の開設 20 回 公民館 

○家庭における男女共同参画に関する体験講話の開

催 
2 回 

生涯学習振興課 

公民館 

○パートナー等と参加する講習会の開催 2 回 公民館 

○家庭において、互いを理解し協力するための意識

啓発が図れる講座の開催 
1 回 働く女性の家 

5.2%

23.4%

27.3%

7.8% 7.8%

1.3%
3.9%

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
1.3%

0.0% 0.0%0.0%

4.7%

14.0%

1.9%

10.3%

3.7%

17.8%

4.7%

13.1%

0.9%

10.3%

0.0%
4.7%

0.0%
4.7%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

0分 30分 1時間 1時間

30分

2時間 2時間

30分

3時間 3時間

30分

4時間 4時間

30分

5時間 5時間

30分

6時間 6時間

30分

7時間

以上

市民アンケート 家事（炊事、掃除、洗濯、買い物等）の所要時間

男性 女性
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○他機関等で開催される講座の情報提供や、関係パ

ンフレットの設置、各行事等での配布 
随時 

公民館 

働く女性の家 

自立意識の育成 

（男女の精神的自

立支援への啓発） 

○子どもや若年層の自立に向けたキャリア教育 年 1回 
学校教育課 

働く女性の家 

○自立意識を育む研修会や講座の実施 年１回 働く女性の家 

 

 

【施策２】生活上の困難を抱えた女性等への支援 

事業名 事業内容 目標 担当課 

 

ひとり親家庭の自

立支援策の推進 

○母子家庭等の自立支援教育訓練給付金、高等職業

訓練促進給付金等の就業支援制度の周知及び利用促

進 

 児童家庭課 

○相談・支援体制の充実及び母子寡婦福祉会の活動

支援 
 児童家庭課 

養育支援訪問事業

の実施 

○養育支援が特に必要な家庭に対して、適切な養育

確保のため、居宅訪問、養育に関する指導・助言の

実施 

 
児童家庭課 

健康増進課 

非正規労働者への

情報提供 

○非正規及び短時間労働者の社会保険適用拡大等関

連制度についてポスター・パンフレットによる情報

提供 

 
商工物産交流課 

働く女性の家 

 

在住外国人等への

支援 

（再掲）  

 

○在住外国人が市民サービスにおいて不利益を被る

ことのないよう、他課職員と連携した相談窓口の充

実 

 
市民生活課 

児童家庭課 

○外国語版のカードやパンフレット等を活用した外

国人への案内 
 

市民生活課 

児童家庭課 

自立支援制度と相

談窓口の周知 

○生活自立相談窓口の周知 年１回 生活福祉課 

○生活困窮者自立支援制度の内容周知 年１回 生活福祉課 
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課題２ 女性への就業支援 

           

 【現状と課題】 

女性がその意欲と能力を存分に発揮し、経済的に自立することは精神的な自立につながり、ひいては

ＤＶなどの女性問題の解決にもつながります。女性の就業は、人材の多様性の確保の面からも期待され

ています。 

市民アンケートから、女性が職業を持つことについて、「結婚や子どもができても働く方がよい」と

考えている方が男女ともに最も多いことがわかりました。これらの現状から、就業を希望する女性への

資格取得等のスキルアップや就業に向けた講座の開催等の支援を行います。 

また、起業相談窓口の設置により、女性の起業に向けた資金面・事業活動面での支援を充実させてま

いります。 

あわせて、伝統工芸品産業従事者や地域特産品開発従事者の育成を支援します。 
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市民アンケート

（女性が職業を持つことについて）

男性 女性

10.4%

67.5%

19.5%

2.6%1.9%

87.9%

8.4% 1.9%
0%

20%

40%

60%

80%

100%

同感する 同感しない わからない 無回答

市民アンケート 「男は仕事、女は家庭」の考えについて

男性 女性
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 【施策１】女性の就業能力開発支援 

事業名 事業内容 目標値 担当課 

 

女性の資格・技術

習得等就業支援 

○関係機関が実施する講座・講習会の開催支援、案

内等の広報協力 

年１回

以上 
商工物産交流課 

○就業や資格取得に向けた講座等の開催 年１回 働く女性の家 

 

再就業支援 ○研修会、講習会等の広報・紹介の協力 
年１回

以上 
商工物産交流課 

○ハローワークが提供する就職情報の積極的な発信 
年１回

以上 
商工物産交流課 

○関係機関と連携した情報提供及び講座、相談会の

実施 
年 1 回 働く女性の家 

 

 

【施策２】起業を目指す女性への支援 

事業名 事業内容 目標値 担当課 

 

女性の起業支援 
○関係機関における講座等の情報提供 

年１回

以上 
商工物産交流課 

○起業相談窓口の設置による包括的な支援 
年１回

以上 
商工物産交流課 

○関係機関と連携した情報提供や講座及び相談会の

実施 
年１回 働く女性の家 

利用し易い融資制

度の実施及び情報

提供 

○市小口資金融資制度の実施及び広報 
年１回

以上 

商工物産交流課 

○関係団体における融資制度に関する講演・講座等

の情報提供 

年１回

以上 

伝統工芸品産業の

支援 
○伝統工芸品産業従事者の育成及び講座の開催支援 

年１回

以上 
商工物産交流課 

 

地域特産物販売、

加工・開発への支

援 

○関係団体と連携した、特産品の加工・開発支援 
年１回

以上 農政課 

水産課 

商工物産交流課 ○農林水産物使用推奨品認定制度による特産品の普

及支援 

認定件

数年間

２件 

○ひらら市場の開催  農政課 
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基本目標 Ⅳ  個性と能力を認め合う社会の実現 

 
課題１ 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

 

【現状と課題】 

少子・高齢化の進展等、社会のさまざまな変化の中で、働きたい人が性別に関わりなくその能力を十

分に発揮し、子育て・介護等をしながら働き続け、男女が共に活躍できる環境「仕事と生活の調和」（ワ

ーク・ライフ・バランス）づくりが求められているとともに、男性の家事・子育て・介護等への参加の

実現が喫緊の課題となっています。 

市民アンケートでは、女性が仕事を続けていくために社会や企業に対して期待することとして、雇用

条件・育児・介護休暇制度の整備、託児施設・サービスの充実に次いで「男性の育児・介護休業制度を

積極的に推進すること」が挙げられています。 

また、アンケートからは「ワーク・ライフ・バランス」の用語が浸透していないことが明らかになっ

たため、市民や事業者等へその用語とともに内容について啓発活動を進めます。 

また、男女雇用機会均等法や女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）等

の関連法、育児・介護休業等の制度を広く知らせていきます。 

あわせて、多様なライフスタイルに対応した子育て支援策の推進と、介護支援制度の情報提供に努め

ます。また、就業の継続が可能となる職場環境を整えるため、転職や退職を考えるきっかけともなるセ

クシャル・ハラスメントやマタニティ・ハラスメント等の防止策として、事業者に対しての意識啓発を

推進します。 

さらに、事業者に対して、女性登用促進に向けたポジティブ・アクションを推奨し、男女共同参画に

積極的に取り組む企業を評価する仕組みづくりを検討する等、働きかけてまいります。 

 

 

【市民アンケート（用語の周知度）】 

  よく聞く 
聞いたこ

とがある 

よく聞

く・聞い

たことが

ある 

聞いたこ

とがない 

男女雇用機会均等法 36.2% 52.6% 88.8% 6.6% 

育児・介護休業法 30.6% 50.0% 80.6% 13.3% 

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活

の調和） 
15.3% 38.3% 53.6% 38.3% 
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【施策１】ワーク・ライフ・バランスの意識啓発と法制度の周知 

事業名 事業内容 目標値 担当課 

男女雇用機会均等

法の周知 
○事業者に向けた男女雇用機会均等法の周知 

年１回

以上 
商工物産交流課 

 

育児・介護休業制

度の普及 

〇事業所等に向けた意識啓発のため、制度に関する

ポスター・パンフレット等による情報提供 

年１回

以上 

商工物産交流課 

児童家庭課 

○庁内の電子掲示板による職員への周知 年１回 総務課 

○新採用職員研修での制度紹介 年１回 総務課 

対象者への制度等

の周知 
○対象職員への具体的な説明機会の確保 年１回 総務課 

ワーク・ライフ・バ

ランスの意識啓発 

○ワーク・ライフ・バランスへの理解と関心を深め

るための講座等の開催 
1 回 

商工物産交流課 

働く女性の家 

 

 

【施策２】多様なライフスタイルに対応した子育て支援策等の充実 

事業名 事業内容 目標値 担当課 

男性の育児休業

取得の促進 
〇事業所等に向けた意識啓発のため、制度に関する

ポスター、パンフレット等による情報提供 

年１回

以上 
商工物産交流課 

○対象職員への具体的な働きかけ 
取得者 

16.7％ 
総務課 

 

宮古島市子ども・

子育て支援事業計

画の推進 

○延長保育、土曜午後の保育、休日保育、5 歳児保

育、病児・病後児保育の実施、ファミサポ、子育て

支援センター、子育てサークル、児童館、移動児童

館や地域子育て支援拠点事業等の充実 

 児童家庭課 

○学童保育（放課後児童クラブ）への支援  児童家庭課 

 

相談体制の充実 
○子育て中の保護者を支援するため、相談体制の充

実、支援制度等の周知徹底 
 

児童家庭課 

学校教育課 

 

 

用語解説 

     
ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和） 

子育て・介護の時間や、家庭、地域、健康維持、自己研修等のための時間など、仕事と私生活の調和を整えることです。 

要するに、「働き方の見直し」を行うことですが、短時間勤務、フレックスタイム制度、在宅勤務等多様な時間制度を 

選択できる、個々のライフスタイルやライフステージに応じた多様な働き方の実現を目指します。   

 



- 21 - 

   

 

【施策３】働き続けるための就業環境の整備 

事業名 事業内容 目標値 担当課 

 

各ハラスメント防

止対策の徹底 

（再掲） 

〇講習会・研修会の開催 
計画期間

内に 2回 

総務課 

働く女性の家 

〇事業者に向けた意識啓発のため、パンフレット

等による情報提供 

年１回以

上 
商工物産交流課 

○相談窓口の設置 １カ所 総務課 

 

職場の母性健康管

理の周知徹底 

○関連諸制度の広報  健康増進課 

○職員の育児時間等の取得推進  総務課 

介護支援 ○介護支援制度に関する情報提供 市ＨＰ 高齢者支援課 

多様な就業形態の

普及 ○時差出勤制度の導入検討  総務課 

 

【施策４】企業への取り組み促進 

事業名 事業内容 目標値 担当課 

事業者への女性の

職域拡大や柔軟な

勤務形態等（ポジ

ティブ・アクショ

ン）実施の働きか

け 

○ポジティブ・アクションの普及促進のため、関係

団体への情報提供と働きかけ 

年１回以

上 

商工物産交流課 

働く女性の家 

○ワーク・ライフ・バランスの普及促進のため、関

係団体への情報提供、働きかけ 

年１回以

上 

商工物産交流課 

総務課 

女性の多様な就業

形態の普及と労働

条件を確保するた

めの関係法・制度

の周知 

○労働基準法における女性保護規定に関する情報

提供 

年１回以

上 
商工物産交流課 

 

事業者等の男女共

同参画への取り組

み評価 

○評価についての基準や方法についての検討  
商工物産交流課 

働く女性の家 

○公共調達において、国や県の認定企業の情報や

独自の加点についての仕組みの検討に向けた情報

収集 

 働く女性の家 

 

国・県、事業所等と

連携した子育てし

やすい雇用労働環

境の創出 

○県と連携したワーク・ライフ・バランス企業認証

制度の周知 
年１回 

児童家庭課 

商工物産交流課 

○ハローワーク等と連携したワーク・ライフ・バラ

ンスの確保に関する国の雇用支援制度等の周知・

活用促進 

年１回 
児童家庭課 

商工物産交流課 

○個別事業所・経済団体等と連携した企業内保育

所等、事業所等の子育て支援 
年１回 

児童家庭課 

商工物産交流課 
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課題２ 健康・福祉の充実 

         

【現状と課題】 

  平成 28年３月末の統計によると、宮古島市の 65歳以上の老齢人口は 13,054 人で、市民の 24.3％に

あたります。 

  全国的に少子・高齢化、核家族化が進むなか、宮古島市にとってもこの問題への対応は切実な課題で

す。介護の担い手は女性に偏っており、近年では高齢者による高齢者の介護という問題が生じているた

め、社会的な問題としてとらえながら、男女共同参画の視点に立った取り組みが求められています。 

  高齢者や障がい者が、生き生きと安心・安全に暮らせる社会づくりや、社会参画のための環境整備、

経済的自立への対応も重要な課題といえます。 

  また、生活習慣病の問題や食の乱れによる健康上の問題も指摘されていますが、健康を保つことは

介護の予防的な意味合いがあるため、その取り組みも欠かせません。健康増進のみならず、子どもの豊

かな人間性を育み、男性の生活・自活能力を高めることにもつながる食育や高齢者の役割づくりに向け

た取り組みの他、それぞれの施策について、市民にわかりやすく情報提供し、その活用について十分な

啓発を進めてまいります。 

         

【施策１】高齢者及び障がいをもつ者に対する生活自立支援 

事業名 事業内容 目標 担当課 

介護保険制度の着

実な実施 ○介護保険各事業の実施  高齢者支援課 

 

在宅福祉制度の充

実 

○在宅福祉事業の推進  高齢者支援課 

○在宅福祉情報の提供  高齢者支援課 

 

高齢者等の生きが

いづくり 

○高齢者向け各種講座の開設 1 回 
公民館 

高齢者支援課 

○リーダーバンク登録の高齢者人材の活用  生涯学習振興課 

地域における高齢

者の見守り 
○地域の見守りネットワークづくり  高齢者支援課 

認知症高齢者の見

守り・安全支援 

○認知症相談窓口の周知、警察と連携した連絡体

制の強化 
 高齢者支援課 

地域生活支援事

業 

○障がい者の日常生活、社会生活支援事業の充実 
社会資源

の充実 
障がい福祉課 

○相談支援事業の充実 
専門職の

配置充実 
障がい福祉課 

自立支援給付事

業の推進 ○自立支援給付事業の充実 
福祉サー

ビスの充

実 
障がい福祉課 
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【施策２】健康保持増進事業の推進、生涯を通じた健康支援 

事業名 事業内容 目標 担当課 

女性のための健康

講座 ○医療講話の実施 年１回 健康増進課 

 

自己の健康管理 
○健康教育・相談・健（検）診の積極的な実施 

年間を通

して実施 

健康増進課 

国民健康保険課 

○健康づくり推進員への男性参加の推進 ５人 健康増進課 

○各健（検）診後の結果説明時における食生活改善

の栄養指導 

年間を通

して実施 
健康増進課 

国民健康保険課 

 

介護予防・生活支

援の取り組み 

○ワイドー教室や通いの場事業等を実施し、介護予

防、生きがいづくりを促進 
 

高齢者支援課 ○各講座等における、男性の参加しやすいプログラ

ムづくり 

男性参加 

５名～ 

 10名 

○高齢者の役割づくりとして、老人クラブによる友

愛見守り活動や通いの場事業の実施 
 

 

食生活改善への積

極的な取り組み 

○食育講話・研修会の実施 30 回 

健康増進課 

○食生活改善推進員との連携による料理講習会 10 回 

○小・中学校への啓発活動 60 回 
学校教育課 

健康増進課 

○食生活改善推進員への男性参加の推進 ５人 健康増進課 

 

喫煙、飲酒、薬物乱

用等防止教育の推

進 

○警察署やＰＴＡなど関係機関との連携を強化し、

喫煙や飲酒、薬物防止運動の取り組み 
 

学校教育課 

健康増進課 

○リーフレットの作成・配布による意識啓発 

  



 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

    第３章 

  推進にあたって 
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第３章 推進にあたって 
 

 

男女共同参画の推進にあたっては、市のあらゆる施策の中に男女共同参画の視点がとり入れられて

いるかどうかを点検し、全庁的なネットワークのもとに連絡調整していくことが、何よりも大切です。 

    そのため、意識啓発や調査研究、資料の収集と提供、民間団体・関係機関との連携を強化してまい

ります。 

    また、プランの策定に当たり、その進行管理の徹底を図るとともに、時代の変化に伴って適宜見直し

を行います。 

 

 １ 全庁的な推進体制の確立 

   男女共同参画を市の主要な施策と位置づけ、職員一人ひとりが行政のあらゆる分野において、男女

共同参画の視点を持つことができるよう計画の周知を図るとともに、男女共同参画業務と関わる関

係課の横断的な連絡体制を強化します。 

   また、毎年、施策の進捗状況を調査し、庁内の作業部会、幹事会、推進委員会において、状況の報告

と評価を行い、課題の解決に努める等、進行管理の徹底を図ります。 

 

 ２ 男女共同参画に関する資料の収集・提供 

   働く女性の家や市立図書館において、女性に関する多様な資料の積極的な情報を収集提供すると

ともに、男女共同参画週間におけるパネル展や広報誌等を活用した周知を図ります。 

 

 ３ 男女共同参画懇話会の設置 

   本市の男女共同参画に関する施策のあり方について、広く意見を聴するため、「宮古島市男女共同

参画懇話会」を設置しています。計画の実施状況について、毎年同懇話会に報告し提言を求めるとと

もに、提言内容を各施策に反映するよう努めます。 

 

 ４ 市民、事業所、関係機関等との連携強化 

   本計画の推進にあたっては、行政のみならず、市民、事業所等が一体となって、互いに連携・協力

しながら各施策を推進していくことが重要です。そのため、市民や事業所等へ概要版を含めた本計画

の配布等を通した周知を図るとともに、国や県をはじめ、会議や講座の開催を通して関係機関・   

団体との連携を強化します。 
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◆評価指標の設定 

項    目 

現状値 

（平成 28年

度） 

目標値 

（平成 33

年度） 

把握方法 

基本目標Ⅰ 男女が等しく生きる権利を保障される社会の実現 

１．社会のあらゆる場面において、男女が「平

等」であると回答する市民の割合 
     

  ① 教育の場において 58.7% 75% 
市民アンケ

ート 

  ② 家庭において 51.0% 65% 
市民アンケ

ート 

  ③ 地域・自治会において 31.1% 50% 
市民アンケ

ート 

  ④ 職業の場において 48.2% 65% 
市民アンケ

ート 

２．「男女共同参画社会」という用語の周知度 79.1% 100% 
市民アンケ

ート 

３．「宮古島市男女共同参画計画（うぃ・ずぅプ

ラン）」の周知度 
12.8%   50% 

市民アンケ

ート 

４．ＤＶを受けたことがあるのに「誰にも相談し

ない」と回答する市民の割合（調整中） 
65.7% 40% 

市民アンケ

ート 

基本目標Ⅱ 男女が対等なパートナーとして参画できる社会の実現 

５．審議会等の女性の登用率向上 24.1% 35% 
各課へ調査

依頼 

６．女性管理職の割合 3.1% 8% 総務課 

７．家族経営協定 56 戸 60戸 農政課 

基本目標Ⅲ 一人ひとりが自立する社会の実現   

８．起業相談窓口の設置 未設置 設置 
商工物産交

流課 

基本目標Ⅳ 個性と能力を認めあう社会の実現 

９．男性の育児・介護休業取得者数 － 16.7% 総務課 

１０．男女共同参画に取り組んでいる事業所の意

識調査 
未実施 実施 

働く女性の

家 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・宮古島市男女共同参画懇話会設置要綱 ････････････････････････ 26 

    ・第４期宮古島市男女共同参画懇話会委員 ･･････････････････････ 27 

  ・宮古島市男女共同参画推進委員会設置規程 ････････････････････ 28 

  ・宮古島市男女共同参画推進体制 ･･････････････････････････････ 30 

  ・策定経過 ･･････････････････････････････････････････････････ 31 

  ・男女共同参画に関する国内外の動き ･･････････････････････････ 32 

  ・男女共同参画に関する宮古島市の動き ････････････････････････ 35 

  ・第２次宮古島市総合計画の施策体系における本計画の位置づけ････ 36 
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  ・第４次男女共同参画基本計画の概要 ･･････････････････････････ 42 

  ・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 ･･････････････ 45 

  ・女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針の概要 ･･････53 

  ・沖縄県男女共同参画推進条例 ････････････････････････････････ 55 

  ・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律･･････  59 

 

 

  

     

     資 料     
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                    宮古島市男女共同参画懇話会設置要綱 

                                                          （平成 18年８月 10日決裁） 

 

 （設置） 

第１条  本市の男女共同参画に関する施策のあり方について、広く意見を聴し、男女共同参画に関  

する行政の推進に資するため、宮古島市男女共同参画懇話会（以下「懇話会」）を設置する。 

 

 （任務） 

第２条 懇話会は、男女共同参画に関する問題とその施策のあり方について調査審議し、その意見  

を市長に提言するものとする。  

 

 （組織） 

第３条 懇話会は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、知識経験者、関係団体を代表する者、市民等から市長が委嘱する。 

 

 （任期） 

第４条 委員の任期は２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

 

 （会長及び副会長） 

第５条 懇話会に会長及び副会長を置き、委員の互選でこれを定める。 

２ 会長は懇話会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理   

する。 

   

 （会議） 

第６条 懇話会は会長が招集し、会長が議長となる。 

 

 （関係者の出席） 

第７条 会議において必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見を聴くことがで  

きる。  

 

 （庶務） 

第８条 懇話会の庶務は、企画政策部働く女性の家において処理する。 

 

 （委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮って定め  

る。       

 

    附 則 

この要綱は、平成 18年８月 10日から施行する。 
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第４期宮古島市男女共同参画懇話会委員 

 

任期：平成 28年 8月 30日～平成 30年 7月 31日 

  氏 名 所  属 備 考 

１ 池原 和子 宮古島市母子保健推進連絡協議会  

２ 上地 洋美 
宮古島市農業委員会委員 

JA宮古地区女性部 
 

３ 大城 裕子 宮古島市文化協会 副会長 

４ 狩俣 香代子 宮古島商工会議所  

５ 島尻 清子 宮古地区婦人連合会  

６ 下地 信広 宮古島市社会福祉協議会  

７ 下地 盛智 宮古青年会議所  

８ 渡久山和子 宮古島市女性団体連絡協議会  

９ 友利 敏子 元県女性総合センター（てぃるる）館長 会 長 

10 友利 正治 宮古地区ＰＴＡ連合会  

11 仲宗根啓子 宮古人権擁護委員協議会  

 ※名簿は五十音順 
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宮古島市男女共同参画推進委員会設置規程 

 

（平成 24年 3月 30日市長決裁） 

 

 （設置） 

第１条 宮古島市における男女共同参画社会づくりに関する施策を総合的かつ効果的に推進するため、  

 宮古島市男女共同参画推進委員会（以下、「推進委員会」という。）を設置する。 

 

 （所掌事務） 

第２条 推進委員会は次に掲げる事務を所掌する。 

 (1) プラン策定及び推進に関すること。 

 (2) 男女共同参画問題解決のための諸施策に関すること。 

 (3) 男女共同参画関連事業について関係課の連絡調整に関すること。 

 (4) その他必要なこと。 

 

 （推進委員会） 

第３条 推進委員会は、委員長及び委員で組織する。 

２ 委員長に副市長、副委員長に所管部の企画政策部長をもって充てる。 

３ 委員は別表第１に掲げる職にある者をもって充てる。 

４ 委員会の会議は委員長が招集する。 

 

 （幹事会） 

第４条 推進委員会の下に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、推進委員会に掲示する事項について事前に協議調整する。 

３ 会議は、幹事長及び幹事で組織する。 

４ 幹事長は、幹事のうちから互選するものとし、幹事は別表第２に掲げる職にある者をもって充てる。 

 ただし、委員長が必要と認めるときはその都度他の者を加えることができる。 

５ 会議は幹事長が招集する。 

 

 （作業部会） 

第５条 幹事会の下に作業部会を置くことができる。 

２ 作業部会は、幹事会の委員の下に職員をもって充てる。 

 

 （庶務） 

第６条 推進委員会の庶務は、企画政策部働く女性の家において処理する。 

 

 （補則） 

第７条 この規程に定めるもののほか、推進委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。 

 

   附 則 

この規程は、平成 24年４月１日から施行する。
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別表　第１（第３条関係） 別表　第２（第４条関係）

推進委員会

副 市 長 企 画 政 策部 企 画 調 整 課 長 企画調整課

企画政策 部長 総 務 部 総 務 課 長 総務課

総 務 部 長 福 祉 部 児 童 家 庭 課 長 児童家庭課

高 齢 者 支 援 課 長 高齢者支援課

福 祉 部 長

生 活 環 境部 市 民 生 活 課 長 市民生活課

生活環境 部長

健 康 増 進 課 長 健康増進課

農林水産 部長 環 境 衛 生 課 長 環境衛生課

建 設 部 長 農 林 水 産部 農 政 課 長 農政課

観光商工 局長 建 設 部 都 市 計 画 課 長 都市計画課

伊良部支 所長 観 光 商 工局 商工物産交流課長 商工物産交流課

教 育 部 長 教 育 委 員会

教 育 部 学 校 教 育 課 長 学校教育課

生涯学習 部長

生 涯 学 習部 生涯学習振興課長 生涯学習振興課

消 防 長 その他

　　　　委員長が必要と認める者 ※委員は所属長の推薦

幹　事　会

　　　事務局

　　　　企画政策部　働く女性の家

作業部会
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宮古島市男女共同参画推進体制  
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第３次 宮古島市男女共同参画計画策定作業経過 

月 日 会 議 等 会議の内容、検討事項等 

平成 28 年

５月 17日 
推進状況とりまとめ ・各課へ第２次計画の推進状況提出依頼 ⇒ とりまとめ 

７月６日 第１回幹事会 
・策定についての説明   ・第２次計画の各課推進状況報告 

・第３次計画の基本的な考え方について 

７月 21日 第１回作業部会 
・計画策定について   ・第２次計画の推進状況について 

・第３次計画の基本的な考え方について 

８月 30日 第１回懇話会 

・委嘱状交付（11名）  ・計画策定について 

・第２次計画における課題等について 

・第３次計画について 

９月 28日 第２回作業部会 

・第２次計画の推進状況について 

・県内他市の施策内容について 

・第３次計画の基本目標、課題、施策について 

10月 11日  市民アンケート発送 ・市民 1,000名にアンケート発送 

11月２日 アンケート回収 ・アンケート結果とりまとめ 

11月９日 第３回作業部会 
・アンケート中間報告   ・施策体系図について 

・評価指標の設定について 

11月 10日 第２回懇話会 

・第３次計画の基本的な考え方について 

・第３次計画の施策体系図について 

・アンケート中間報告    ・提言内容について 

11月 18日 計画策定関連講座 ・懇話会委員、幹事、作業部会他職員対象 

11月 19日 
第３回懇話会 

（代表者会議） 
・提言内容作成 

11月 25日 第２回幹事会 
・宮古島市の現状     ・アンケート中間報告 

・未実施事業及び追加項目について 

12月１日 第１回推進委員会開催 

・第２次計画の推進状況について 

・市民アンケート結果中間報告について 

・第２次計画の未実施事業及び追加項目について 

・第３次計画の基本的基本的な考え方について 

12月 12日 懇話会より市長へ提言 ・懇話会より市長へ提言 

平成 29 年 

１月 
各課調整会議 ・各課と施策に基づく事業内容の調整会議 

２月１日 第４回作業部会 

・懇話会からの提言内容について 

・第３次計画の事業内容について 

・評価指標の設定について 

２月 10日 第５回作業部会 ・第３次計画の事業内容の確認について 

２月 15日 第４回懇話会 
・第３次計画の事業内容について 

・評価指標の設定について 

２月 22日 第３回幹事会 ・第３次計画の事業内容及び評価指標の設定案について 

３月１日 第２回推進委員会 ・第３次計画の事業内容及び評価指標の設定案について 

3月10日～   

3月 22日 
パブリックコメント実施 

・パブリックコメント実施 

 （ホームページ、各庁舎ロビー・働く女性の家） 

３月 28日 第４回幹事会 ・第３次計画最終（案）について 

３月 29日 第３回推進委員会 ・第３次計画最終（案）について協議 ⇒ 承認 
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男女共同参画に関する国内外の動き 
 

年 世界の動き 日本の動き 沖縄県の動き 

昭和 50 年 

（1975） 

・国際婦人年 

・国際婦人年世界会議をメ

キシコシティで開催、「世界

行動計画」採択 

・「婦人問題企画推進本部」設

置 

・「婦人問題企画推進会議」設

置 

 

国
連
婦
人
の
10
年
（
51
～
60
） 

昭和 51 年 

（1976） 

・国連婦人の 10 年（1976～

1985） 

 ・労働商工部労政課に婦人行

政担当専任職員配置 

昭和 52 年 

（1977） 

 ・「国内行動計画」策定 

・「国立女性教育会館」設置 

・「婦人関係行政連絡会議」設

置 

・「婦人問題懇話会」設置 

昭和 54 年 

（1979） 

・国連総会「女子差別撤廃条

約」採択 

 ・生活福祉部「青少年婦人課」

設置 

昭和 55 年 

（1980） 

・国際婦人の 10 年中間年世

界会議（コペンハーゲン） 

  

昭和 56 年 

（1981） 

 ・「国内行動計画後期重点目

標」策定 

 

昭和 59 年 

（1984） 

 ・「国籍法」の改正 ・「婦人問題解決のための沖縄

県行動計画」策定 

昭和 60 年 

（1985） 

・国際婦人の 10 年世界会議

をナイロビで開催、「婦人の

地位向上のためのナイロビ

将来戦略」採択 

・「男女雇用機会均等法」公布 

・「女子差別撤廃条約」批准 

 

昭和 61 年 

（1986） 

 ・婦人問題企画推進本部の拡

充（構成を全省庁に拡大） 

 

昭和 62 年 

（1987） 

 ・「西暦2000年に向けての新

国内行動計画」策定 

 

平成 3 年 

（1991） 

 ・「育児休業法」公布 ・女性副知事誕生 

平成 4 年 

（1992） 

  ・総務部知事公室に「女性政策

室」を設置 

・「沖縄県女性行政推進本部」

設置 

平成 5 年 

（1993） 

  ・「男女共同参画型社会の実現

をめざす沖縄県行動計画～

DEIGO プラン 21～」策定 

・(財)おきなわ女性財団設立 

平成 6 年 

（1994） 

 ・総理府に「男女共同参画室」

設置 

・「男女共同参画審議会」、「男

女共同参画推進本部」設置 

 

平成 7 年 

（1995） 

・第 4回世界女性会議を北京

で開催、「北京宣言及び行動

綱領」を採択 

・「育児休業法」改正（介 

護休業制度の法制化） 

 

平成 8 年 

（1996） 

 ・「男女共同参画2000年プラ

ン」策定 

・「沖縄県女性総合センター

“てぃるる”」開館 

平成 9 年 

（1997） 

 ・「男女雇用機会均等法」改正 

・「介護保険法」公布 

 

平成 10 年 

（1998） 

  ・「男女共同参画社会をめざす

沖縄県行動計画～DEIGO プ

ラン 21～」改定 

平成 11 年 

（1999） 

 ・「男女共同参画社会基本法」

公布・施行 

・「食料・農業・農村基本法」

公布・施行 

 

 

平成 12 年 

（2000） 

・国連特別総会「女性 2000

年会議」をニューヨークで開

催、「政治宣言」「成果文書」

を採択 

・「男女共同参画基本計画」閣

議決定 

・「女性政策室」を「男女共同

参画室」に名称変更 

・「男女共同参画社会づくりに

関する県民意識調査」実施 
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平成 13 年 

（2001） 

 ・「男女共同参画局」（内閣

府）、「男女共同参画会議」設

置 

・「配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護に関する

法律」施行 

・第 1 回男女共同参画週間 

 

平成 14 年 

（2002） 

  ・「沖縄県男女共同参画計画～

DEIGO プラン～」策定 

平成 15 年 

（2003） 

 ・「女性のチャレンジ支援策

の推進について」男女共同参

画推進本部決定 

・「少子化社会対策基本法」公

布・施行 

・「次世代育成支援対策推進

法」公布・施行 

・「沖縄県男女共同参画推進条

例」公布・施行 

平成 16 年 

（2004） 

 ・「女性国家公務員の採用・登

用の拡大について」男女共同

参画推進本部決定 

・「配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護に関する

法律」改正及び同法に基づく

「基本方針」策定 

 

平成 17 年 

（2005） 

・第 49 回国連婦人の地位委

員会/「北京＋10」閣僚級会合

開催 

・「男女共同参画基本計画（第

2 次）」閣議決定 

・「女性の再チャレンジ支援

プラン」策定 

・所管部を知事公室から文化

環境部へ、「男女共同参画室」

を「平和・男女共同参画室」に

改組 

・「沖縄県男女共同参画審議会

規則」公布・施行 

平成 18 年 

（2006） 

・第 1回東アジア男女共同参

画担当大臣会合 

・「国の審議会等における女

性委員の登用の促進につい

て」男女共同参画推進本部決

定 

・「男女雇用機会均等法」改正 

・「女性の再チャレンジ支援

プラン」改定 

・「沖縄県配偶者等からの暴力

防止及び被害者基本計画」策

定 

・「女性問題懇話会」廃止 

・「沖縄県女性総合センター」

を「沖縄県男女共同参画セン

ター」に名称変更し、指定管理

者制度を導入 

・「男女共同参画行政推進本

部」設置 

平成 19 年 

（2007） 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 19 年 

（2007） 

・第 2回東アジア男女共同参

画担当大臣会合 

・「配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護に関する

法律」改正 

・「仕事と生活の調和（ワー

ク・ライフ・バランス憲章」

及び「仕事と生活の調和推進

のための行動指針」策定 

・「短時間労働者の雇用管理

の改善等に関する法律」改正 

・「子どもと家族を応援する

日本」重点戦略とりまとめ 

・「沖縄県男女共同参画計画

（後期）」の策定 

平成 20 年 

（2008） 

 ・「女性の参画加速プログラ

ム」男女共同参画推進本部決

定 

 

平成 21 年 

（2009） 

・第 3回東アジア男女共同参

画担当大臣会合 

・「育児・介護休業法」改正  

平成 22 年 

（2010） 

・第 54 回国連婦人の地位委

員会/「北京＋15」記念会合開

催 

・「第 3 次男女共同参画基本

計画」閣議決定 

・「仕事と生活の調和（ワー

ク・ライフ・バランス憲章」

及び「仕事と生活の調和推進

のための行動指針」改定 

・「沖縄県配偶者等からの暴力

防止及び被害者支援基本計

画」改定 

・「男女共同参画社会づくりに

関する県民意識調査」実施 
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平成 23 年 

（2011） 

  ・所管部を文化環境部から環

境生活部へ改組 

平成 24 年 

（2012） 

 ・「『女性の活躍促進による経

済活性化』行動計画」策定 

・「第 4 次沖縄県男女共同参画

計画」策定 

平成 25 年 

（2013） 

 ・若者・女性活躍推進フォー

ラムの開催、提言 

・「配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護等に関す

る法律」改正 

・「日本再興戦略」の中核に

「女性の活躍推進」を位置付

け 

 

平成 26 年 

（2014） 

・第 58 回国連婦人の地位委

員会「自然災害におけるジェ

ンダー平等と女性のエンパ

ワーメント」決議案採択 

・「日本再興戦略」改訂 2014

に「『女性が輝く社会』の実

現」を掲げる 

・女性が輝く社会に向けた国

際シンポジウム（ WAW! 

Tokyo2014）開催 

・所管部を生活環境部から子

ども生活福祉部へ改組 

平成 27 年 

（2015） 

・国連「北京＋20」記念会合

（第 59 回国連婦人の地位委

員会）をニューヨークで開催 

・「女性活躍加速のための重

点方針 2015」策定 

・「女性の職業生活における

活躍の推進に関する法律」公

布 

・「第 4 次男女共同参画基本

計画」閣議決定 

・「女性・平和・安全保障に関

する行動計画」策定 

・「男女共同参画社会づくりに

関する県民意識調査」実施 

平成 28 年 

（2016） 

 ・「女性の職業生活における

活躍の推進に関する法律」完

全施行 

・「女性活躍加速のための重

点方針 2016」策定 

・「女性の活躍推進のための

開発戦略」策定 

・「第 5 次沖縄県男女共同参画

計画」策定 

・沖縄県特定事業主行動計画

「県職員の女性活躍推進及び

仕事と子育て両立支援プラ

ン」策定 

 

 

 

 

参考：「ひとりひとりが幸せな社会のために 男女共同参画社会の実現をめざして 平成 28年版データ」 

   （内閣府男女共同参画局） 

   「第 5次沖縄県男女共同参画計画～DEIGOプラン～（案）」（沖縄県ホームページ） 
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男女共同参画に関する宮古島市の動き 

◆合併前 

年 旧平良市の動き 

平成 3年 
（1991） 

・5月、「働く婦人の家」開館 

平成 7年 
（1995） 

・12月、所管部課を福祉部社会課から総務部企画室へ改組、「女性行政係」を配置 
・「男女平等に関する意識調査」実施（市職員 600人対象） 

平成 8年 
（1996） 

・「女性の地位向上の歩み展」開催（市庁舎） 
・12月、市内の各種女性団体による「平良市女性団体連絡会」結成支援 

平成 9年 
（1997） 

・8月、「平良市男女の生活と意識に関する調査」実施（市民 500人対象） 
 市女性職員及び市民女性有志 48人が調査員ボランティアとして参加 
・12月、「男女共生社会をめざすひららプラン策定懇話会」発足 

平成 11年 
（1999） 

・1月、懇話会より市長へ提言 
・2月、「平良市男女共同参画推進委員会」を庁内に設置 
・3月、「平良市男女共同参画行動計画」（愛称“ゆいプラン”」）策定 

平成 13年 
（2001） 

・4月、女性行政係と働く婦人の家業務を統合、総務部企画室に男女共同参画班を設置 
・6月、「第 1回きらきらひらら男女共同参画展」開催 
・8月、「各種委員会・審議会等委員への女性登用をはかるための運用方針」設定 

平成 14年 
（2002） 

・3月、働く婦人の家の愛称を公募、“ゆいみなぁ”に決定 
 （ゆい：相互扶助、助け合い、みなぁ：（庭、広場、空間）＝助け合いの場） 

平成 15年 
（2003） 

・3月、地域女性人物史『時代（とき）を紡いで～宮古の女性たち～』発刊 
・10月、「第 1回 DV防止に向けたロビー展」開催 
・11月、「男女共同参画に関する職員アンケート」実施 

平成 16年 
（2004） 

・3月、子育て情報誌『あすぴぃ』発刊 
・4月、懇話会から市長へ「第 2次行動計画について」提言 

平成 17年 
（2005） 

・3月、地域女性人物史続編『てぃだぬ花（ぱな）～宮古・伝承の女性たち～』発刊 

 

年 旧城辺町、下地町、上野村、伊良部町の動き 

平成 11年 
（1999） 

・城辺村、下地町、上野村で男女共同参画業務が事務分掌化 

 

◆合併後 
年 宮古島市の動き 

平成 17年 
（2005） 

・10月、宮古地区 5市町村が合併、宮古島市となる 
・10月、「働く婦人の家」を「働く女性の家」に名称変更 
・10 月、男女共同参画業務を働く女性の家から企画政策部企画調整課男女共同参画係へ
変更 
・11月、「宮古島市男女共同参画に関するアンケート」実施（市民 920人対象） 

平成 18年 
（2006） 

・4月、男女共同参画業務を企画政策部企画調整課男女共同参画係から同部働く女性の家
へ変更 
・8月、「宮古島市男女共同参画懇話会」発足 
・12月、懇話会から市長へ提言 

平成 19年 
（2007） 

・3月、「宮古島市男女共同参画計画」愛称“うぃ・ずぅプラン”策定 

平成 20年 
（2008） 

・3月、子育て情報誌『あすぴぃ 2』発刊 

平成 23年 
（2011） 

・7月、「宮古島市女性団体連絡協議会」結成支援 

平成 24年 
（2012） 

・3月、「第 2次宮古島市男女共同参画計画」愛称“うぃ・ずぅプラン”策定 

平成 28年 
（2016） 

・10 月、「宮古島市男女共同参画社会づくりに関する市民アンケート調査」実施（市民
1,000人対象） 
・12月、懇話会から市長へ提言 

平成 29年 
（2017） 

・3月、「第 3次宮古島市男女共同参画計画」愛称“うぃ・ずぅプラン”策定 
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      第２次宮古島市総合計画の施策体系における 

              本計画の位置づけ 
 

                         ＜環境共生＞ 
                         １）かけがえのない地下水の保全 

                         ２）美しい島づくりの推進と美しい海の保全 

                         ３）森林の保全と花と緑の島づくりの推進 

                         ４）循環型社会の構築 

 

                                                ＜教育文化＞ 
                         １）子どもたちの「生きる力」を育む学校教育の推進 

                         ２）みんなで学ぶ生涯学習・生涯スポーツの充実 

                         ３）郷土の歴史・民俗の伝承、文化・芸術活動の推進 

                         ４）家庭・学校・地域社会の連携で進める青少年健

全 

                           育成の 

                         ５）多都市間交流の推進 

 

                         ＜健康福祉＞ 
                         １）安心して子育てができる環境づくり 

                         ２）人と人とのつながりで支える地域福祉の推進 

                         ３）健やかな生活を支える健康づくりの推進 

                         ４）将来を担う子どもの貧困解消へ向けた環境づくり 

                         ５）高齢者が生きがいを持って暮らせる環境づくり 

                         ６）障がい者が自立して暮らせる環境づくり 

                         ７）安心して暮らせる医療・救急体制の充実 

 

                         ＜生活環境＞ 
                         １）雇用を創出する産業振興 

                         ２）島の発展を支える農林水産業の振興 

                         ３）魅力ある商工業の振興 

                         ４）地域の特性を活かした観光産業の振興 

                         ５）スポーツアイランドの推進 

                         ６）多彩な交流を促進する港と空港の機能強化 

 

                         ＜産業振興＞ 
                         １）安全で安心な島づくりの推進 

                         ２）災害に強い島づくりの推進 

                         ３）交通ネットワークの機能向上 

                         ４）魅力を感じることができるまちづくりの推進 

                         ５）快適な居住環境の形成 

                         ６）利便性の高い情報通信技術の活用 

 

                         ＜住民自治行財政改革＞ 
                         １）地域の自治組織の活動強化と市民参加のまちづく 

                           りの推進 

                         ２）男女共同参画社会の形成  ⇒  

                         ３）平和への取り組み 

                         ４）市民に寄り添う行政運営の推進 

                         ５）効率的・効果的な行財政運営の推進

心
か
よ
う
夢
と
希
望
に
満
ち
た
島 

宮
古

み

ゃ

～

く 

～
み
ん
な
で
創
る 
結
い
の
島
～ 

地下水や豊か

な自然環境と

共生した 

エコアイラン

ド宮古
みゃ～く

 

 

子どもたちが

笑顔にあふれ

活力と郷土愛

に満ちた宮古
みゃ～く

 

一人ひとりが

支え合い幸せ

と潤いのある

健康福祉の 

宮古
みゃ～く

 

島の特色を活

かした産業の

振興、多彩な交

流・活力にあふ

れる宮古
みゃ～く

 

 

安全・安心で快

適な暮らしが

持続する宮古
みゃ～く

 

 

市民との協働

により夢と希

望に満ちた島、

宮古
みゃ～く

 

第３次宮古島市男女共同

参画計画の各施策 
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             男女共同参画社会基本法 

 

                         （平成十一年六月二十三日法律第七十八号） 

                     最終改正：平成一一年一二月二二日法律第一六〇号 

 

 前文 

 第一章 総則（第一条―第十二条）  

 第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第十三条―第二十条）  

 第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第二十八条）  

 附則  

 

 我が国においては、日本国憲法 に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向

けた様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層の

努力が必要とされている。 

 一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応し

ていく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その

個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。 

 このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重

要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の

推進を図っていくことが重要である。 

 ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向

かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推

進するため、この法律を制定する。 

   第一章 総則  

（目的）  

第一条  この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力

ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、

並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計

画的に推進することを目的とする。  

（定義）  

第二条  この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  

一  男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあ

らゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会

的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。  

二  積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内にお

いて、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。  

（男女の人権の尊重）  

第三条  男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別に

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H11/H11HO078.html#1000000000001000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H11/H11HO078.html#1000000000002000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H11/H11HO078.html#1000000000003000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H11/H11HO078.html#5000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
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よる差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその

他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。  

（社会における制度又は慣行についての配慮）  

第四条  男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定的

な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼすこと

により、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会にお

ける制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なもの

とするように配慮されなければならない。  

（政策等の立案及び決定への共同参画）  

第五条  男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共団

体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保され

ることを旨として、行われなければならない。  

（家庭生活における活動と他の活動の両立）  

第六条  男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子

の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果

たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行われなけれ

ばならない。  

（国際的協調）  

第七条  男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していること

にかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。  

（国の責務）  

第八条  国は、第三条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以下「基

本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を

含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。  

（地方公共団体の責務）  

第九条  地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策

に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する

責務を有する。  

（国民の責務）  

第十条  国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっ

とり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。  

（法制上の措置等）  

第十一条  政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又は

財政上の措置その他の措置を講じなければならない。  

（年次報告等）  

第十二条  政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。  

２  政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しな

ければならない。  

   第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策  

（男女共同参画基本計画）  

第十三条  政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る
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ため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」と

いう。）を定めなければならない。  

２  男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一  総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱  

二  前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に

推進するために必要な事項  

３  内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣

議の決定を求めなければならない。  

４  内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本

計画を公表しなければならない。  

５  前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。  

（都道府県男女共同参画計画等）  

第十四条  都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」

という。）を定めなければならない。  

２  都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一  都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策の大綱  

二  前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項  

３  市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区

域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市町村

男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。  

４  都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は

変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。  

（施策の策定等に当たっての配慮）  

第十五条  国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策

定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。  

（国民の理解を深めるための措置）  

第十六条  国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよ

う適切な措置を講じなければならない。  

（苦情の処理等）  

第十七条  国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社

会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び性別に

よる差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場

合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。  

（調査研究）  

第十八条  国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査

研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するよ

うに努めるものとする。  

（国際的協調のための措置）  

第十九条  国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際機

関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図る

ために必要な措置を講ずるように努めるものとする。  

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）  
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第二十条  国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の

団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その他の必

要な措置を講ずるように努めるものとする。  

   第三章 男女共同参画会議  

（設置）  

第二十一条  内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。  

（所掌事務）  

第二十二条  会議は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一  男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規定する事項を処理すること。  

二  前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形

成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。  

三  前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関

係各大臣に対し、意見を述べること。  

四  政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政府の

施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、内閣総理大

臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。  

（組織）  

第二十三条  会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。  

（議長）  

第二十四条  議長は、内閣官房長官をもって充てる。  

２  議長は、会務を総理する。  

（議員）  

第二十五条  議員は、次に掲げる者をもって充てる。  

一  内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者  

二  男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する者  

２  前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の五未満であってはならない。  

３  第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の

十分の四未満であってはならない。  

４  第一項第二号の議員は、非常勤とする。  

（議員の任期）  

第二十六条  前条第一項第二号の議員の任期は、二年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任

者の残任期間とする。  

２  前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。  

（資料提出の要求等）  

第二十七条  会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の

長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力

を求めることができる。  

２  会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者以

外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。  

（政令への委任）  

第二十八条  この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要

な事項は、政令で定める。  
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   附 則 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。  

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第二条  男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第七号）は、廃止する。  

（経過措置） 

第三条  前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法（以下「旧審議会設置法」という。）

第一条の規定により置かれた男女共同参画審議会は、第二十一条第一項の規定により置かれた審

議会となり、同一性をもって存続するものとする。  

２  この法律の施行の際現に旧審議会設置法第四条第一項の規定により任命された男女共同参画

審議会の委員である者は、この法律の施行の日に、第二十三条第一項の規定により、審議会の委

員として任命されたものとみなす。この場合において、その任命されたものとみなされる者の任

期は、同条第二項の規定にかかわらず、同日における旧審議会設置法第四条第二項の規定により

任命された男女共同参画審議会の委員としての任期の残任期間と同一の期間とする。  

３  この法律の施行の際現に旧審議会設置法第五条第一項の規定により定められた男女共同参画

審議会の会長である者又は同条第三項の規定により指名された委員である者は、それぞれ、この

法律の施行の日に、第二十四条第一項の規定により審議会の会長として定められ、又は同条第三

項の規定により審議会の会長の職務を代理する委員として指名されたものとみなす。  

 

   附 則 （平成一一年七月一六日法律第一〇二号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日から

施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  

二  附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第二十三条、第二十八条並びに第三十条の規

定 公布の日  

（職員の身分引継ぎ） 

第三条  この法律の施行の際現に従前の総理府、法務省、外務省、大蔵省、文部省、厚生省、農林

水産省、通商産業省、運輸省、郵政省、労働省、建設省又は自治省（以下この条において「従前の

府省」という。）の職員（国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条の審議会等の会

長又は委員長及び委員、中央防災会議の委員、日本工業標準調査会の会長及び委員並びに これ

らに類する者として政令で定めるものを除く。）である者は、別に辞令を発せられない限り、同一

の勤務条件をもって、この法律の施行後の内閣府、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学

省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省若しくは環境省（以下この条において「新

府省」という。）又はこれに置かれる部局若しくは機関のうち、この法律の施行の際現に当該職員

が属する従前の府省又はこれに置かれる部局若しくは機関の相当の新府省又はこれに置かれる部

局若しくは機関として政令で定めるものの相当の職員となるものとする。  

（別に定める経過措置） 

第三十条  第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措置

は、別に法律で定める。  

 

 附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄  

（施行期日）第一条  この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行す

る。  
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第４次男女共同参画基本計画の概要 

 

第１部 基本的な方針 

 ○目指すべき社会 

  ① 男女が自らの意思に基づき、個性と能力を十分に発揮できる、多様性に富んだ豊かで活力 

   ある社会 

  ② 男女の人権が尊重され、尊厳を持って個人が生きることのできる社会 

  ③ 男性中心型労働慣行等の変革等を通じ、仕事と生活の調和が図られ、男女が共に充実した 

   職業生活その他の社会生活及び家庭生活を送ることができる社会 

  ④ 男女共同参画を我が国における最重要課題として位置づけ、国際的な評価を得られる社会 

 

 ○第４次計画で改めて強調している視点 

  ① 女性の活躍推進にためにも男性の働きかた・暮らし方の見直しが欠かせないことから、男 

   性中心型労働慣行等を変革し、職場・地域・家庭等あらゆる場面における施策を充実 

  ② あらゆる分野における女性の参画拡大に向けた、女性活躍推進法の着実な施行やポジティ 

   ブ・アクションの実行等による女性採用・登用の推進、加えて将来指導的地域へ成長してい 

   く人材の層を厚くするための取組の推進 

  ③ 困難な状況に置かれている女性の実情に応じたきめ細かな支援等による女性が安心して暮 

   らせるための環境整備 

  ④ 東日本大震災の経験と教訓を踏まえ、男女共同参画の視点からの防災・復興対策・ノウハ 

   ウを施策に活用 

  ⑤ 女性に対する暴力の状況の多様化に対応しつつ、女性に対する暴力の根絶に向けた取組を 

   強化 

  ⑥ 国際的な規範・基準の尊重に努めると共に、国際社会への積極的な貢献、我が国の存在感 

   及び評価の向上 

  ⑦ 地域の実情を踏まえた主体的な取組が展開されるための地域における推進体制の強化 

  

 〇政策領域目標一覧 

Ⅰ あらゆる分野における女性の活躍（第１～５分野） 

 現状 成果目標 

（期限） 

国家公務員の女性登用 

本省課室長相当職に占める女性の割合 3.5％ 

（平成 27年７月） 

７％ 

（平成 32年度末） 

係長相当職（本省）に占める女性の割合 22.2％ 

（平成 27年７月） 

30％ 

（平成 32年度末） 

地方公務員の女性登用 

都道府県（市町村）の本庁課長相当職に占め

る女性の割合 

8.5％（14.5％） 

（平成 27年） 

15％（20％） 

（平成 32年度末） 

都道府県（市町村）の本庁係長以相当職に占

める女性の割合 

20.5％（31.6％） 

（平成 27年） 

30％（35％） 

（平成 32年度末） 

民間企業の女性登用 

課長相当職に占める女性の割合 9.2％（平成 26年） 15％（平成 32年） 

係長相当職に占める女性の割合  16.2％（平成 26年） 25％（平成 32年） 
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25歳から 44歳までの女性の就業率 70.8％（平成 26年） 77％（平成 32年） 

週労働時間 60時間以上の雇用者の割合 男性：12.9％ 

女性：2.8％ 

（平成 26年） 

5.0％ 

（平成 32年） 

男性の育児休業取得率 

国家公務員 3.1％（平成 26年度） 13％（平成 32年） 

地方公務員 1.5％（平成 25年度） 13％（平成 32年） 

民間企業 2.3％（平成 26年度） 13％（平成 32年） 

Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現（第６～８分野） 

健康寿命（男女別）  男性：71.19歳 

女性：74.21歳 

（平成 25年） 

健康寿命を１歳以上

延伸 

男性：70.42歳→

71.42歳 

女性：73.62歳→ 

74.62歳 

（平成 22年→平成

32年） 

行政が関与する性犯罪・性暴力被害者のため

のワンストップ支援センター設置数 

25か所 

（平成 27年 11月） 

各都道府県に最低１

か所 

（平成 32年） 

ハローワークによるひとり親家庭の親の正社

員就職者数 

38,774件 

（平成 26年度） 

前年度以上 

（毎年度） 

Ⅲ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備（第９～12分野） 

「男女共同参画社会」という用語の周知度 男性：66.3％ 

女性：61.3％ 

（平成 24年） 

男女とも 100％ 

（平成 32年） 

待機児童数 23,167人 

（平成 27年４月） 

解消をめざす 

（平成 29年度末） 

大学学部段階修了者の男女割合 男性：54.9％ 

女性：45.1％ 

（平成 25年） 

男女の修了者割合の

差を５ポイント縮め

る（平成 32年） 

都道府県防災会議の委員に占める女性の割合 13.2％（平成 27年） 30％（平成 32年） 

Ⅳ推進体制の整備・強化 

男女共同参画計画の策定率（市町村） 市区：97.0％ 

町村：52.6％ 

（平成 27年） 

市区：100％ 

町村：70％ 

（平成 32年） 

 

第 2部 施策の基本的方向と具体的な取組 

政策領域Ⅰ あらゆる分野における女性の活躍 

 ①男性中心型労働慣行等の変革と女性の活躍 

 ・働き方等の改革（長時間労働削減・ICT利活用など、家事・育児・介護等への参画に向けた環 

  境整備） 

 ・男女共同参画に関する男性の理解の促進、ポジティブ・アクションの推進による男女間格差の 

  是正 

 ・女性の活躍に影響を与える社会制度・慣行の見直し（税制、社会保障制度等） 
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 ②政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

 ・「30％」達成に向け、さらに踏み込んだポジティブ・アクションの推進 

 ・政治・市報・行政・経済分野における女性の参画拡大 

 ・各分野（地域、農山漁村、科学技術・学術、医療、教育、メディア、防災・復興、国際）にお 

  ける女性の参画拡大 

 ③雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

 ・M字カーブ問題解消等に向けたワーク・ライフ・バランス等の実現 

 ・均等な機会・待遇の確保対策の推進（マタハラ等の根絶含む）、ポジティブ・アクションの推進 

  等による男女間格差の是正 

 ・非正規の処遇改善、再就職・起業支援等 

 ④地域・農山漁村、環境分野における男女共同参画の推進 

 ・地域における女性の活躍の推進に向けた環境の整備 

 ・農山漁村における女性の参画拡大や女性が働きやすい環境の整備 

 ⑤科学技術・学術における男女共同参画の推進 

 ・女性研究者・技術者が働き続けやすい研究環境の整備 

 ・女子学生・生徒の理工系分野の選択促進及び理工系人材の育成 

政策領域Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現 

 ⑥生涯を通じた女性の健康支援 

 ・生涯を通じた健康支援、性差に応じた健康支援、妊娠・出産等に関する健康支援 

 ・医療分野における女性の参画拡大 

 ⑦女性に対するあらゆる暴力の根絶 

 ・予防と根絶のための基盤整備、配偶者等からの暴力、ストーカー事案、性犯罪、子どもに対す 

  る性的な暴力、売買春、人身取引、メディアにおける性・暴力表現への対策 

 ⑧貧困、高齢、障害等により困難を抱えた女性等が安心して暮らせる環境の整備 

 ・貧困など生活上の困難に直面する女性等への支援（ひとり親家庭、子ども・若者の自立） 

 ・高齢者・障害者・外国人等が安心して暮らせる環境の整備 

政策領域Ⅲ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備 

 ⑨男女共同参画の視点に立った 各種制度等の整備 

 ・働きたい人が働きやすい中立的な税制・社会保障制度・慣行、家族に関する法制等の検討 

 ・育児・介護の支援基盤の整備 

 ⑩教育・メディア等を通じた意識改革、理解の促進 

 ・国民的広がりを持った広報・啓発の展開 

 ・男女共同参画等の教育・学習の充実等 

 ⑪男女共同参画の視点に立った防災・復興体制の確立 

 ・防災施策への男女共同参画の視点の導入 

 ・東日本大震災からの復興施策への男女共同参画の視点の導入 

 ・国際的な防災協力 

 ⑫男女共同参画に関する国際的な協調及び貢献 

 ・女子差別撤廃条約等の国際的な模範、国際会議等における議論への対応 

 ・男女共同参画に関する分野における国際的なリーダーシップの発揮 

政策領域Ⅳ 推進体制の整備・強化 

 ・国内本部機構の強化、男女共同参画の視点を取り込んだ政策の企画立案及び実施（予算編成に 

  向けた調査審議等） 

 ・地方公共団体や民間団体等における取組の強化 
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女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

                       （平成二十七年九月四日法律第六十四号） 

 

 

 第一章 総則（第一条―第四条）  

 第二章 基本方針等（第五条・第六条）  

 第三章 事業主行動計画等  

  第一節 事業主行動計画策定指針（第七条）  

  第二節 一般事業主行動計画（第八条―第十四条）  

  第三節 特定事業主行動計画（第十五条）  

  第四節 女性の職業選択に資する情報の公表（第十六条・第十七条）  

 第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置（第十八条―第二十五条）  

 第五章 雑則（第二十六条―第二十八条）  

 第六章 罰則（第二十九条―第三十四条）  

 附則  

   第一章 総則  

（目的）  

第一条  この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がその個性

と能力を十分に発揮して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業生活における活躍」と

いう。）が一層重要となっていることに鑑み、男女共同参画社会基本法 （平成十一年法律第七十

八号）の基本理念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進について、その基本原則を定

め、並びに国、地方公共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本方針及び事業主の行

動計画の策定、女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置等について定めることによ

り、女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男女の人権が尊重され、か

つ、急速な少子高齢化の進展、国民の需要の多様化その他の社会経済情勢の変化に対応できる豊か

で活力ある社会を実現することを目的とする。  

（基本原則）  

第二条  女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における活躍に係る男女間の格差の実情を

踏まえ、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採用、教育訓練、昇

進、職種及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会の積極的な提供及びその活用を通じ、

かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した職場における慣行が女性の職業生活における活躍

に対して及ぼす影響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮できるようにすることを旨として、

行われなければならない。  

２  女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護そ

の他の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他の家庭生活に関する

事由が職業生活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の別を問わず、相互の協力と

社会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を

円滑に果たしつつ職業生活における活動を行うために必要な環境の整備等により、男女の職業生活

と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能となることを旨として、行われなければならない。  

３  女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、

本人の意思が尊重されるべきものであることに留意されなければならない。  

（国及び地方公共団体の責務）  

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H27/H27HO064.html#1000000000001000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H27/H27HO064.html#1000000000002000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H27/H27HO064.html#1000000000003000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H27/H27HO064.html#1000000000003000000001000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H27/H27HO064.html#1000000000003000000002000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H27/H27HO064.html#1000000000003000000003000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H27/H27HO064.html#1000000000003000000004000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H27/H27HO064.html#1000000000004000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H27/H27HO064.html#1000000000005000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H27/H27HO064.html#1000000000006000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H27/H27HO064.html#5000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%88%ea%96%40%8e%b5%94%aa&REF_NAME=%92%6a%8f%97%8b%a4%93%af%8e%51%89%e6%8e%d0%89%ef%8a%ee%96%7b%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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第三条  国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生活における活躍の推進についての基本原

則（次条及び第五条第一項において「基本原則」という。）にのっとり、女性の職業生活における

活躍の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。  

（事業主の責務）  

第四条  事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職

業生活に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用

環境の整備その他の女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を自ら実施するよう努めると

ともに、国又は地方公共団体が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に協力し

なければならない。  

   第二章 基本方針等  

（基本方針）  

第五条  政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関する施策を総合的か

つ一体的に実施するため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針（以下「基本方

針」という。）を定めなければならない。  

２  基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向  

二  事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する基本的な事項  

三  女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する重要事項 

四  前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活躍を推進するために必要な事項  

３  内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。  

４  内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表しな

ければならない。  

５  前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。  

（都道府県推進計画等）  

第六条  都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内における女性の職業生活における

活躍の推進に関する施策についての計画（以下この条において「都道府県推進計画」という。）を

定めるよう努めるものとする。  

２  市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県推進計

画）を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に

ついての計画（次項において「市町村推進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。  

３  都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は変更したときは、遅

滞なく、これを公表しなければならない。  

   第三章 事業主行動計画等  

    第一節 事業主行動計画策定指針  

第七条  内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主が女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組を総合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に即して、次条第一項に

規定する一般事業主行動計画及び第十五条第一項に規定する特定事業主行動計画（次項において
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「事業主行動計画」と総称する。）の策定に関する指針（以下「事業主行動計画策定指針」とい

う。）を定めなければならない。  

２  事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、事業主行動計画の指針となるべき

ものを定めるものとする。  

一  事業主行動計画の策定に関する基本的な事項  

二  女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関する事項  

三  その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する重要事項  

３  内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行動計画策定指針を定め、又は変更したと

きは、遅滞なく、これを公表しなければならない。  

    第二節 一般事業主行動計画  

（一般事業主行動計画の策定等）  

第八条  国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であって、常時雇用する

労働者の数が三百人を超えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画（一

般事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下同

じ。）を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出なければならない。こ

れを変更したときも、同様とする。  

２  一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  計画期間  

二  女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標  

三  実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期  

３  第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、厚

生労働省令で定めるところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年

数の差異、労働時間の状況、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他のその事業

における女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進

するために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなければなら

ない。この場合において、前項第二号の目標については、採用する労働者に占める女性労働者の割

合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位にある労働者に占める女性労

働者の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。  

４  第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省

令で定めるところにより、これを労働者に周知させるための措置を講じなければならない。  

５  第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省

令で定めるところにより、これを公表しなければならない。  

６  第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、一般事

業主行動計画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。  

７  一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人以下のものは、事業主行動計画策定指針

に即して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け

出るよう努めなければならない。これを変更したときも、同様とする。  

８  第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとする

場合について、第四項から第六項までの規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を

定め、又は変更した場合について、それぞれ準用する。  

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第九条  厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規定による届出をした一般事業主からの申請に基

づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主について、女性の職業生活における活躍の
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推進に関する取組に関し、当該取組の実施の状況が優良なものであることその他の厚生労働省令で

定める基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。  

（認定一般事業主の表示等）  

第十条  前条の認定を受けた一般事業主（次条及び第二十条第一項において「認定一般事業主」とい

う。）は、商品、役務の提供の用に供する物、商品又は役務の広告又は取引に用いる書類若しくは

通信その他の厚生労働省令で定めるもの（次項において「商品等」という。）に厚生労働大臣の定

める表示を付することができる。  

２  何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付

してはならない。  

（認定の取消し）  

第十一条  厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第九条の認定

を取り消すことができる。  

一  第九条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。  

二  この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。  

三  不正の手段により第九条の認定を受けたとき。  

（委託募集の特例等）  

第十二条  承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一般事業主であって、常時雇用する労働

者の数が三百人以下のものをいう。以下この項及び次項において同じ。）が、当該承認中小事業主

団体をして女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施に関し必要な労働者の募集を行

わせようとする場合において、当該承認中小事業主団体が当該募集に従事しようとするときは、職

業安定法（昭和二十二年法律第百四十一号）第三十六条第一項及び第三項の規定は、当該構成員で

ある中小事業主については、適用しない。  

２  この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会その他の

特別の法律により設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定めるもの又は一般

社団法人で中小事業主を直接又は間接の構成員とするもの（厚生労働省令で定める要件に該当する

ものに限る。）のうち、その構成員である中小事業主に対して女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組を実施するための人材確保に関する相談及び援助を行うものであって、その申請に基

づいて、厚生労働大臣が、当該相談及び援助を適切に行うための厚生労働省令で定める基準に適合

する旨の承認を行ったものをいう。  

３  厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき

は、同項の承認を取り消すことができる。  

４  承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に従事しようとするときは、厚生労働省令で定め

るところにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事項で厚生労働省

令で定めるものを厚生労働大臣に届け出なければならない。  

５  職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定による届出があった場合について、同法第五条

の三第一項及び第三項、第五条の四、第三十九条、第四十一条第二項、第四十八条の三、第四十八

条の四、第五十条第一項及び第二項並びに第五十一条の二の規定は前項の規定による届出をして労

働者の募集に従事する者について、同法第四十条の規定は同項の規定による届出をして労働者の募

集に従事する者に対する報酬の供与について、同法第五十条第三項及び第四項の規定はこの項にお

いて準用する同条第二項に規定する職権を行う場合について、それぞれ準用する。この場合におい

て、同法第三十七条第二項中「労働者の募集を行おうとする者」とあるのは「女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する法律第十二条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事しようと

する者」と、同法第四十一条第二項中「当該労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は期間」とある

のは「期間」と読み替えるものとする。  
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６  職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の二の規定の適用については、同法第三十六条第二

項中「前項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者がその被

用者以外の者に与えようとする」と、同法第四十二条の二中「第三十九条に規定する募集受託者」

とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成二十七年法律第六十四号）第

十二条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者」とする。  

７  厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第二項の相談及び援助の実施状況について報告を

求めることができる。  

第十三条  公共職業安定所は、前条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事する承認中小

事業主団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、これらに基づき

当該募集の内容又は方法について指導することにより、当該募集の効果的かつ適切な実施を図るも

のとする。  

（一般事業主に対する国の援助）  

第十四条  国は、第八条第一項若しくは第七項の規定により一般事業主行動計画を策定しようとする

一般事業主又はこれらの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業主行動計画の策定、

労働者への周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施されるように相談

その他の援助の実施に努めるものとする。  

    第三節 特定事業主行動計画  

第十五条  国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるもの（以下「特

定事業主」という。）は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針に即して、特定事

業主行動計画（特定事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計

画をいう。以下この条において同じ。）を定めなければならない。  

２  特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  計画期間  

二  女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標  

三  実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期  

３  特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、内閣府令で定めると

ころにより、採用した職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時間の状

況、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他のその事務及び事業における女性の職業

生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進するために改善すべ

き事情について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなければならない。この場合にお

いて、前項第二号の目標については、採用する職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数

の差異の縮小の割合、勤務時間、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他の数値を用

いて定量的に定めなければならない。  

４  特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを職員に周知

させるための措置を講じなければならない。  

５  特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけ

ればならない。  

６  特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行動計画に基づく取組の実施の状況を公表しな

ければならない。  

７  特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、特定事業主行動計画に定

められた目標を達成するよう努めなければならない。  

    第四節 女性の職業選択に資する情報の公表  
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（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表）  

第十六条  第八条第一項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を

営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活における

活躍に関する情報を定期的に公表しなければならない。  

２  第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、

又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活における活躍に

関する情報を定期的に公表するよう努めなければならない。  

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表）  

第十七条  特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする女性

の職業選択に資するよう、その事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関する情報を

定期的に公表しなければならない。  

   第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置  

（職業指導等の措置等）  

第十八条  国は、女性の職業生活における活躍を推進するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、創

業の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  

２  地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進するため、前項の措置と相まって、職業生

活を営み、又は営もうとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に応じ、関係機関の紹介

その他の情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  

３  地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部を、その事務を適切に実施することがで

きるものとして内閣府令で定める基準に適合する者に委託することができる。  

４  前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務に従事していた者は、正当な理由な

く、当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。  

（財政上の措置等）  

第十九条  国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する地方公共団体の施策を支援するために

必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。  

（国等からの受注機会の増大）  

第二十条  国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開発金

融公庫その他の特別の法律によって設立された法人であって政令で定めるものをいう。）の役務又

は物件の調達に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事業主その他の女性の職業生活に

おける活躍に関する状況又は女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施の状況が優良

な一般事業主（次項において「認定一般事業主等」という。）の受注の機会の増大その他の必要な

施策を実施するものとする。  

２  地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注の機会の増大その他の必要な施策

を実施するように努めるものとする。  

（啓発活動）  

第二十一条  国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進について、国民の関心と理

解を深め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。  

（情報の収集、整理及び提供）  

第二十二条  国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に資するよう、国内外における

女性の職業生活における活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及び提供を行うものと

する。  

（協議会）  
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第二十三条  当該地方公共団体の区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する事務及び

事業を行う国及び地方公共団体の機関（以下この条において「関係機関」という。）は、第十八条

第一項の規定により国が講ずる措置及び同条第二項の規定により地方公共団体が講ずる措置に係る

事例その他の女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を活用することにより、当該区域に

おいて女性の職業生活における活躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑に実施されるようにする

ため、関係機関により構成される協議会（以下「協議会」という。）を組織することができる。  

２  協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域内において第十八条第三項の規定による

事務の委託がされている場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員として加えるものとす

る。  

３  協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員とし

て加えることができる。  

一  一般事業主の団体又はその連合団体  

二  学識経験者  

三  その他当該関係機関が必要と認める者  

４  協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下この項において「関係機関等」という。）が相互

の連絡を図ることにより、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を共有し、関係機関等

の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた女性の職業生活における活躍の推進に関する

取組について協議を行うものとする。  

５  協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、その旨を公

表しなければならない。  

（秘密保持義務）  

第二十四条  協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由なく、協

議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。  

（協議会の定める事項）  

第二十五条  前二条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定め

る。  

   第五章 雑則  

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告）  

第二十六条  厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、第八条第一項に規

定する一般事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができる。  

（権限の委任）  

第二十七条  第八条から第十二条まで及び前条に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定

めるところにより、その一部を都道府県労働局長に委任することができる。  

（政令への委任）  

第二十八条  この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。  

   第六章 罰則  

第二十九条  第十二条第五項において準用する職業安定法第四十一条第二項の規定による業務の停止

の命令に違反して、労働者の募集に従事した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処す

る。  

第三十条  次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。  

一  第十八条第四項の規定に違反した者  
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二  第二十四条の規定に違反した者  

第三十一条  次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処す

る。  

一  第十二条第四項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した者  

二  第十二条第五項において準用する職業安定法第三十七条第二項の規定による指示に従わなかった

者  

三  第十二条第五項において準用する職業安定法第三十九条又は第四十条の規定に違反した者  

第三十二条  次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。  

一  第十条第二項の規定に違反した者  

二  第十二条第五項において準用する職業安定法第五十条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽

の報告をした者  

三  第十二条第五項において準用する職業安定法第五十条第二項の規定による立入り若しくは検査を

拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした者  

第三十三条  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人

の業務に関し、第二十九条、第三十一条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、

その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。  

第三十四条  第二十六条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、二十万円以下の過料

に処する。  

 

   附 則 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。ただし、第三章（第七条を除く。）、第五章（第二十

八条を除く。）及び第六章（第三十条を除く。）の規定並びに附則第五条の規定は、平成二十八年

四月一日から施行する。  

（この法律の失効） 

第二条  この法律は、平成三十八年三月三十一日限り、その効力を失う。  

２  第十八条第三項の規定による委託に係る事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密

については、同条第四項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項の規定にかかわらず、同項に

規定する日後も、なおその効力を有する。  

３  協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密については、第二十四条の規定

（同条に係る罰則を含む。）は、第一項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効

力を有する。  

４  この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、第一項の規定にかか

わらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。  

（政令への委任） 

第三条  前条第二項から第四項までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置

は、政令で定める。  

（検討） 

第四条  政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、

必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置

を講ずるものとする。  
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女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針の概要 

 

 

基本方針の位置付け 

 女性活躍推進法第５条の規定に基づき策定するものであり、女性の職業生活における活躍を推進

する上での基本的方向や、事業主行動計画策定指針の策定、国による施策の実施、地方公共団体の

推進計画の策定等に当たっての基本的な考え方を示すもの 

 

第１部 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向 

 ○女性の職業生活における活躍の必要性 

 ・働く場面において女性が力を十分に発揮できているとはいえない現状 

 ・急激な人口減少局面における将来の労働力不足の懸念や人材の多様性（ダイバーシティ）の確 

  保に対応 

 〇女性の職業生活における活躍の推進の基本的な考え方 

 ・法の対象 

   規雇用、非正規雇用といった雇用形態、自営業等の就業形態に関わらず、既に働いている女 

  性は当然のこと、これから働こうとしている女性も含め、自らの希望により、働き又は働こう 

  とするすべての女性 

 ・女性の職業生活における活躍の推進によって目指すべき社会～就業時間など働く場面における 

  女性の思いを実現する～ 

   トップの意識や男女を通じた働き方の改革を進め、仕事と家庭を両立できる環境を整備する 

  ことなどにより、就業を希望しているものの育児・介護等を理由に働いていない約 300人に上 

  る女性の希望の実現が図られる。また、責任ある地位での活躍を希望する女性の割合が高まり、 

  女性の登用が促進される。 

   このように、働きたいという希望を持ちつつも働いていない女性や職場でステップアップし 

  たいと希望する女性等、自らの意思によって働き又は働こうとする女性が、その思いを叶える 

  ことができる社会、ひいては、男女がともに、多様な生き方、働き方を実現でき、ゆとりがあ 

  る豊かで活力あふれる、生産性が高く持続可能な社会の実現を図る。 

 ・行政の役割 

   事業主が取組を円滑かつ効果的に実施できるよう法に基づく必要な支援を行うとともに、女 

  性に対する支援措置や、職業生活と家庭生活との両立のために必要な環境整備を図る。併せて、 

  女性の働き方に中立的な税制・社会保障制度等に向け第 4次男女共同参画基本計画期間中ので 

  きるだけ早期に見直しを行うなど、女性の職業生活における活躍の推進に資する制度改革を加 

  速化させる。 

 ・事業主の取組に必要な５つの視点 

  ・トップが先頭に立って意識改革・働き方改革を行う。 

  ・女性の活躍の意義を理解し、積極的に取り組む。 

  ・働き方を改革し、男女ともに働きやすい職場を目指す。 

  ・男性の家庭生活への参画を強力に促進する。 

  ・育児・介護等をしながら当たり前にキャリア形成できる仕組みを構築する。 
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第２部 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する基本的な事

項 

 〇事業主行動計画策定指針の策定に当たっての観点 

 ・トップによる明確で具体的なメッセージの発信、長時間労働を前提としない働き方の構築、時 

  間当たりの生産性の重視等による男女を通じた働き方改革への取組 

 ・経験者採用や再雇用も含めた女性の積極採用、将来的な人材育成に向けた教育訓練、ロールモ 

  デルとなる人材育成、雇用形態の変更をはじめとする非正規雇用の女性への対応、社内・地域 

  の女性のネットワーク構築等による採用から登用までの各段階の課題に応じた取組 

 ・長時間労働の是正や年次有給休暇の取得促進、ワークライフバランスに資する取組を人事評価 

  に反映させる仕組みの検討等を含めた男女の働き方の改革、復職しやすい雰囲気づくり、男性 

  による育児休業等の両立支援制度の活用促進等による職業生活と家庭生活の両立に関する取組 

  の更なる推進 

 ・男性の意識改革、両立支援制度利用の障壁や各種ハラスメントの背景となる固定的な性別役割 

  分担意識の解消等によるハラスメントへの対策等 

 ・「国家公務員の女性活躍とワークライフバランス推進のための取組指針」も踏まえ、積極的に取 

  組を推進すること等による公的部門による率先垂範 

 

第３部 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策 

 〇女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置 

 ・長時間労働の是正等女性の活躍の推進に積極的に取り組む優良企業の認定、公共調達を通じた 

  女性の活躍の推進、起業における女性の活躍状況の「見える化」の促進、中小企業の行動計画 

  策定への支援等による女性の職業生活における活躍の推進に積極的に取り組む企業に対するイ 

  ンセンティブの付与等 

 ・非正規雇用者の処遇改善推進策や正社員への転換支援の拡充、女子学生・生徒の理工系分野へ 

  の進路選択支援等による希望に応じた多様な働き方の実現に向けた支援措置 

 

 〇職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備 

 ・管理職を含めた企業トップの意識改革に向けた啓発の実施等による男性の意識と職場風土の改 

  革 

 ・「待機児童解消加速化プラン」・「放課後子ども総合プラン」の確実な実行、長時間労働の是正・ 

  年次有給休暇所得の促進等に取り組む企業への支援、企業等へのテレワーク導入支援等による 

  職業生活と家庭生活の両立のための環境整備 

 ・家事・育児等を積極的に行う男性ロールモデルの提示、妊娠・出産等による解雇等の不利益取 

  扱い防止に向けた事業主に対する指導の徹底等によるハラスメントの無い職場の実現 

 

 〇女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関するその他の重要事項 

 ・国の推進体制 → 事業主行動計画策定の推進、フォローアップ（特定事業主行動計画の策定・ 

  実施状況、一般事業主行動計画の策定状況について、年一回公表） 

 ・地方公共団体の推進体制 → PDCAサイクルのある推進計画策定、相談体制（ワンストップ機 

  能）や多様な主体による協議会の構築 
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                     沖縄県男女共同参画推進条例 
 

                                 公布 ： 平成 15年 3月 31 日 沖縄県条例第２号 

                                          施行 ： 平成 15年 4月 1 日    

 

 

目次 

第１章 総則（第１条－第８条） 

第２章 男女共同参画の推進に関する基本的施策等（第９条－第 18 条） 

第３章 沖縄県男女共同参画審議会（第 19 条・第 20条） 

第４章 雑則（第 21条） 

附則 

 

  個人の尊重と法の下の平等は、日本国憲法の崇高な理念であり、男女は、すべて人として平等

であって、個人として尊重されなければならない。 

  沖縄県においては、国際社会や国内の動向を踏まえ、男女平等を実現するための様々な取組

を進めてきた。 

  しかしながら、現実には、女性に対する暴力やセクシュアル・ハラスメントなどの人権侵害、 

また、社会のあらゆる分野における性別による固定的な役割分担意識やこれに基づく社会通念、

慣習、しきたり等が依然として存在しており、真の男女平等の達成には、なお多くの課題が残さ

れている。 

  こうした状況の中で、少子高齢化や国際化など社会経済情勢の急激な進展に対応し、豊かで

活力ある沖縄県を築くためには、本県の地域性等にも配慮しつつ男女が性別にかかわりなく、

その個性と能力を十分に発揮し、お互いの人権を尊重し、喜びと責任を分かち合いながら多様

な生き方を選択することができる社会の実現を図る必要がある。 

  ここに、私たち沖縄県民は、男女共同参画社会の実現を目指すことを決意し、県、市町村、県

民及び事業者が一体となって、男女共同参画の推進に取り組むため、この条例を制定する。 

 

  第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、並びに県、県民及び事業  

者の責務を明らかにするとともに、男女共同参画の推進に関する施策の基本となる事項を定  

めることにより、男女共同参画を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  

(1) 男女共同参画 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意志によって社会のあらゆ 

  る分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、社会的、経    

済的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うことをいう。 

 (2) 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲

内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう 

  (3) セクシャル・ハラスメント 他の者に対し、その意に反した性的な言動（以下この号に      

おいて「性的な言動」という。）により当該者の就業環境その他の生活環境を害すること      

又は性的な言動を受けた者の対応により当該者に不利益を与えることをいう。 

 

 （基本理念） 
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第３条 男女共同参画の推進は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別に   

よる差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されること  

その他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。 

２ 男女共同参画の推進にあたっては、社会における制度または慣行が、性別による固定的な  

役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼすこ 

とにより、男女共同参画の推進を阻害する要因となるおそれがあることに考慮し、社会にお  

ける制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立な  

ものとするように配慮されなければならない。 

３ 男女共同参画の推進は、男女が、社会の対等な構成員として、県における政策又は民間の  

団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、行  

われなければならない。 

４ 男女共同参画の推進は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養  

育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果  

たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行われな  

ければならない。 

５ 男女共同参画の推進は、男女が互いの性を理解し合い、生涯にわたる妊娠、出産その他  

の性及び生殖に関する事項に関し、自らの決定が尊重されること及び健康な生活を営むこと  

について配慮されることを旨として、行われなければならない。 

６ 男女共同参画の推進は、国際社会における取組と密接な関係を有していることを考慮し、  

国際的協調の下に行われなければならない。 

 （県の責務） 

第４条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参  

画の推進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施  

する責務を有する。 

２ 県は、男女共同参画の推進に関する施策の実施に当たっては、市町村、県民及び事業者と  

共同して取り組むよう努めなければならない。 

 （県民の責務） 

第５条 県民は、基本理念にのっとり、家庭、職場、学校、地域その他の社会のあらゆる分野  

において、男女共同参画の推進に寄与するよう努めるとともに、県が実施する男女共同参画  

の推進に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

 （事業者の責務） 

第６条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、男女共同参画の推進に寄与す  

るよう努めるとともに、県が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう努め  

るものとする。 

２ 事業者は、その雇用する男女について、雇用上の均等な機会及び待遇を確保するとともに、  

職業生活における活動と家庭及び地域生活における活動とを両立して行うことができる職場  

環境を整備するよう努めるもとする。 

 （男女の人権侵害の禁止） 

第７条 何人も、職場、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、性別による  

差別的取扱、セクシュル・ハラスメント、男女間の暴力的行為（身体的又は著しい精神的な  

苦痛を与える行為をいう。）その他の行為により男女の人権を侵害してはならない。 

 （公衆に表示する情報に関する配慮） 

第８条 何人も、公衆に表示する情報において、性別による固定的な役割分担、性別による差  

別、セクシュアル・ハラスメント、男女間における暴力等を正当化し、若しくは助長するよ  

うな表現又は過度の性的な表現を行わないよう配慮しなければならない。 
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  第２章 男女共同参画の推進に関する基本的施策等 

 （男女共同参画計画） 

第９条 知事は、男女共同参画社会基本法（平成 11年法律第 78号）第 14 条第１項に規定する  

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「沖縄県男女共  

同参画計画」という。）を定めるに当たっては、男女共同参画の推進に関する施策の総合的  

かつ計画的な実施を図るため、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 (1) 男女共同参画の推進に関する総合的かつ長期的な基本方向及び目標 

 (2) 前号に定める事項に基づき実施すべき具体的な男女共同参画の推進に関する施策 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に実  

施するために必要な事項 

２ 知事は、沖縄県男女共同参画計画を定めるに当たっては、沖縄県男女共同参画審議会の意  

見を聴かなければならない。 

３ 前項の規定は、沖縄県男女共同参画計画の変更について準用する。 

 （施策の策定等に当たっての配慮） 

第 10 条 県は、男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施する  

に当たっては、男女共同参画の推進に配慮しなければならない。 

 （基本理念の普及啓発） 

第 11 条 県は、基本理念に対する県民及び事業者の理解を深めるため、必要な広報活動の実施  

及び普及啓発に努めるものとする。 

２ 県は、学校教育をはじめとするあらゆる分野の教育を通じて、男女共同参画の推進に努め  

るものとする。 

 （調査研究） 

第 12 条 県は、男女共同参画の推進に関する施策の策定に必要な調査研究を行うよう努めるも 

 のとする。 

第 13 条 知事は、男女共同参画の推進のために必要があると認められる場合は、事業者に対し  

て、雇用その他の事業活動における男女共同参画の実態を把握するための調査を行うものと  

する。 

 （市町村との協力） 

第 14 条 県は、市町村が実施する男女共同参画の推進に関する施策の策定及び実施について、  

必要な協力を行うとともに、市町村に対し、県が実施する男女共同参画の推進に関する施策  

に協力することを求めることができる。 

 （県民等に対する支援） 

第 15 条 県は、県民及び民間の団体が行う男女共同参画の推進のための活動を支援するため、  

交流の機会の提供、情報の提供、相談その他必要な措置を講ずるものとする。 

 （男女間の暴力の防止） 

第 16 条 県は、配偶者間その他の男女間の暴力を防止するため、啓発、相談、被害者に対する  

支援その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 （苦情等の相談） 

第 17 条 知事は、男女共同参画の推進に関し、県民又は事業者から、苦情又は申出があった場  

合は、相談に応じるものとする。 

 （男女共同参画の状況等の公表） 

第 18 条 知事は、毎年度、男女共同参画の状況及び男女共同参画の推進に関する施策の実施状  

況について、公表しなければならない。 
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  第３章 沖縄県男女共同参画審議会 

 （設置及び権限） 

第 19 条 この条例の規定に基づく諮問に応じて調査審議を行わせるため、沖縄県男女共同参画 

審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、この条例に定めるもののほか、男女共同参画の推進に関する重要事項について、  

知事の諮問に応じて答申し、又は建議することができる。 

 （組織等） 

第 20 条 審議会は、委員 15 人以内で組織する。この場合において、男女のいずれか一方の委  

員の数は、委員の総数の 10 分の４未満であってはならない。 

２ 委員は、学識経験を有する者その他知事が適当と認める者のうちから、知事が任命し、又  

は委嘱する。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

６ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

     第４章 雑則 

 （規則への委任） 

第 21 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 

  この条例は、平成 15 年４月１日から施行する。 
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配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 
                     

                     （平成十三年四月十三日法律第三十一号） 

最終改正：平成二六年四月二三日法律第二八号 

 

 

 第一章 総則（第一条・第二条）  

 第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等（第二条の二・第二条の三）  

 第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三条―第五条）  

 第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二）  

 第四章 保護命令（第十条―第二十二条）  

 第五章 雑則（第二十三条―第二十八条）  

 第五章の二 補則（第二十八条の二）  

 第六章 罰則（第二十九条・第三十条）  

 

 我が国においては、日本国憲法 に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平

等の実現に向けた取組が行われている。 

 ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわら

ず、被害者の救済が必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被害者は、多

くの場合女性であり、経済的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人の

尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっている。 

 このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者からの暴力を防

止し、被害者を保護するための施策を講ずることが必要である。このことは、女性に対する暴力を

根絶しようと努めている国際社会における取組にも沿うものである。 

 ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備することにより、

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

   第一章 総則  

（定義）   

第一条  この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体に対する暴力（身体に対す

る不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる心

身に有害な影響を及ぼす言動（以下この項及び第二十八条の二において「身体に対する暴力等」と

総称する。）をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又はそ

の婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴

力等を含むものとする。  

２  この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた者をいう。  

３  この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者が、

事実上離婚したと同様の事情に入ることを含むものとする。  

（国及び地方公共団体の責務）  

第二条  国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとともに、被害者の自立を支援するこ

とを含め、その適切な保護を図る責務を有する。  

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H13/H13HO031.html#1000000000001000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H13/H13HO031.html#1000000000001002000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H13/H13HO031.html#1000000000002000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H13/H13HO031.html#1000000000003000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H13/H13HO031.html#1000000000004000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H13/H13HO031.html#1000000000005000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H13/H13HO031.html#1000000000005002000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H13/H13HO031.html#1000000000006000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
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   第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等  

（基本方針）  

第二条の二  内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第五

項において「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に

関する基本的な方針（以下この条並びに次条第一項及び第三項において「基本方針」という。）を

定めなければならない。  

２  基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一項の都道府県基本計画及び同条第三項の

市町村基本計画の指針となるべきものを定めるものとする。  

一  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項  

二  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する事項  

三  その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項  

３  主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関

の長に協議しなければならない。  

４  主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。  

（都道府県基本計画等）  

第二条の三  都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「都道府県基本計画」

という。）を定めなければならない。  

２  都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針  

二  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関する事項  

三  その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項  

３  市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、

当該市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的

な計画（以下この条において「市町村基本計画」という。）を定めるよう努めなければならない。  

４  都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は変更したときは、遅

滞なく、これを公表しなければならない。  

５  主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成のために

必要な助言その他の援助を行うよう努めなければならない。  

   第二章 配偶者暴力相談支援センター等  

（配偶者暴力相談支援センター）  

第三条  都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設において、当該各施設

が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにするものとする。  

２  市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援センタ

ーとしての機能を果たすようにするよう努めるものとする。  

３  配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる

業務を行うものとする。  

一  被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は婦人相談員若しくは相談を行う機

関を紹介すること。  

二  被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な指導その他の必要な指導を行う

こと。  
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三  被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者及びその同伴する家族。次号、第

六号、第五条及び第八条の三において同じ。）の緊急時における安全の確保及び一時保護を行うこ

と。  

四  被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促進、住宅の確保、援護等に関する制度

の利用等について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。  

五  第四章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、助言、関係機関への連絡その他の

援助を行うこと。  

六  被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その

他の援助を行うこと。  

４  前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者

に委託して行うものとする。  

５  配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に努めるものとする。  

（婦人相談員による相談等）  

第四条  婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うことができる。  

（婦人保護施設における保護）  

第五条  都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うことができる。  

   第三章 被害者の保護  

（配偶者からの暴力の発見者による通報等）  

第六条  配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者からの身体に対する暴力に限る。以下この

章において同じ。）を受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警

察官に通報するよう努めなければならない。  

２  医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾

病にかかったと認められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官

に通報することができる。この場合において、その者の意思を尊重するよう努めるものとする。  

３  刑法 （明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定

は、前二項の規定により通報することを妨げるものと解釈してはならない。  

４  医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾

病にかかったと認められる者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力相談支援センター等の

利用について、その有する情報を提供するよう努めなければならない。  

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等）  

第七条  配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は相談を受けた場合には、必要に応

じ、被害者に対し、第三条第三項の規定により配偶者暴力相談支援センターが行う業務の内容につ

いて説明及び助言を行うとともに、必要な保護を受けることを勧奨するものとする。   

（警察官による被害の防止）  

第八条  警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めるときは、警察法 （昭和二

十九年法律第百六十二号）、警察官職務執行法 （昭和二十三年法律第百三十六号）その他の法令の

定めるところにより、暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力による被害の発生を防

止するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

（警察本部長等の援助）  

第八条の二  警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本部の所在地を包括する方面を除く方面に

ついては、方面本部長。第十五条第三項において同じ。）又は警察署長は、配偶者からの暴力を受

けている者から、配偶者からの暴力による被害を自ら防止するための援助を受けたい旨の申出があ

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%96%be%8e%6c%81%5a%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%8c%59%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%93%f1&REF_NAME=%8c%78%8e%40%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%8e%4f%98%5a&REF_NAME=%8c%78%8e%40%8a%af%90%45%96%b1%8e%b7%8d%73%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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り、その申出を相当と認めるときは、当該配偶者からの暴力を受けている者に対し、国家公安委員

会規則で定めるところにより、当該被害を自ら防止するための措置の教示その他配偶者からの暴力

による被害の発生を防止するために必要な援助を行うものとする。  

（福祉事務所による自立支援）  

第八条の三  社会福祉法 （昭和二十六年法律第四十五号）に定める福祉に関する事務所（次条におい

て「福祉事務所」という。）は、生活保護法 （昭和二十五年法律第百四十四号）、児童福祉法 （昭

和二十二年法律第百六十四号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法 （昭和三十九年法律第百二十九号）

その他の法令の定めるところにより、被害者の自立を支援するために必要な措置を講ずるよう努め

なければならない。  

（被害者の保護のための関係機関の連携協力）  

第九条  配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所等都道府県又は市町村の関係機関

その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当たっては、その適切な保護が行われるよう、相互に

連携を図りながら協力するよう努めるものとする。  

（苦情の適切かつ迅速な処理）  

第九条の二  前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に関して被害者から苦情の申

出を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。  

   第四章 保護命令  

（保護命令）  

第十条  被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に

対し害を加える旨を告知してする脅迫をいう。以下この章において同じ。）を受けた者に限る。以

下この章において同じ。）が、配偶者からの身体に対する暴力を受けた者である場合にあっては配

偶者からの更なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に対する暴力を受けた後に、被害者が離婚

をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身

体に対する暴力。第十二条第一項第二号において同じ。）により、配偶者からの生命等に対する脅

迫を受けた者である場合にあっては配偶者から受ける身体に対する暴力（配偶者からの生命等に対

する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配

偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力。同号において同じ。）により、その生命又

は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、その生命

又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又

は生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっ

ては、当該配偶者であった者。以下この条、同項第三号及び第四号並びに第十八条第一項において

同じ。）に対し、次の各号に掲げる事項を命ずるものとする。ただし、第二号に掲げる事項につい

ては、申立ての時において被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。  

一  命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠として

いる住居を除く。以下この号において同じ。）その他の場所において被害者の身辺につきまとい、

又は被害者の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないこと。  

二  命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害者と共に生活の本拠としている住居から退去

すること及び当該住居の付近をはいかいしてはならないこと。  

２  前項本文に規定する場合において、同項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁

判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該

配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して

六月を経過する日までの間、被害者に対して次の各号に掲げるいずれの行為もしてはならないこと

を命ずるものとする。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%8e%d0%89%ef%95%9f%8e%83%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%6c%8e%6c&REF_NAME=%90%b6%8a%88%95%db%8c%ec%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%88%ea%98%5a%8e%6c&REF_NAME=%8e%99%93%b6%95%9f%8e%83%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8b%e3&REF_NAME=%95%ea%8e%71%8b%79%82%d1%95%83%8e%71%95%c0%82%d1%82%c9%89%c7%95%77%95%9f%8e%83%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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一  面会を要求すること。  

二  その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。  

三  著しく粗野又は乱暴な言動をすること。  

四  電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続して、電話をかけ、ファクシ

ミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メールを送信すること。  

五  緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時までの間に、電話をかけ、ファクシミリ装

置を用いて送信し、又は電子メールを送信すること。  

六  汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物を送付し、又はその知り

得る状態に置くこと。  

七  その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。  

八  その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を

害する文書、図画その他の物を送付し、若しくはその知り得る状態に置くこと。  

３  第一項本文に規定する場合において、被害者がその成年に達しない子（以下この項及び次項並び

に第十二条第一項第三号において単に「子」という。）と同居しているときであって、配偶者が幼

年の子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行っていることその他の事情があることから被害者がその

同居している子に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため必要があると

認めるときは、第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立

てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の

効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日まで

の間、当該子の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この項において同

じ。）、就学する学校その他の場所において当該子の身辺につきまとい、又は当該子の住居、就学

する学校その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。

ただし、当該子が十五歳以上であるときは、その同意がある場合に限る。  

４  第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の親族その他被害者と社会生活において

密接な関係を有する者（被害者と同居している子及び配偶者と同居している者を除く。以下この項

及び次項並びに第十二条第一項第四号において「親族等」という。）の住居に押し掛けて著しく粗

野又は乱暴な言動を行っていることその他の事情があることから被害者がその親族等に関して配偶

者と面会することを余儀なくされることを防止するため必要があると認めるときは、第一項第一号

の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体

に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の

規定による命令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、当該親族等の住居（当

該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）その他の場所にお

いて当該親族等の身辺につきまとい、又は当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在する場所

の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。  

５  前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満の子を除く。以下この項において同じ。）の

同意（当該親族等が十五歳未満の者又は成年被後見人である場合にあっては、その法定代理人の同

意）がある場合に限り、することができる。  

（管轄裁判所）  

第十一条  前条第一項の規定による命令の申立てに係る事件は、相手方の住所（日本国内に住所がな

いとき又は住所が知れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。  

２  前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもする

ことができる。  

一  申立人の住所又は居所の所在地  

二  当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地  

（保護命令の申立て）  
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第十二条  第十条第一項から第四項までの規定による命令（以下「保護命令」という。）の申立ては、

次に掲げる事項を記載した書面でしなければならない。  

一  配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況  

二  配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後の配偶

者から受ける身体に対する暴力により、生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいと認め

るに足りる申立ての時における事情  

三  第十条第三項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該同居している子

に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要がある

と認めるに足りる申立ての時における事情  

四  第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該親族等に関して

配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があると認める

に足りる申立ての時における事情  

五  配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前各号に掲げる事項について相談し、

又は援助若しくは保護を求めた事実の有無及びその事実があるときは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２  前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五号イからニまでに掲げる事項の記載がない場

合には、申立書には、同項第一号から第四号までに掲げる事項についての申立人の供述を記載した

書面で公証人法 （明治四十一年法律第五十三号）第五十八条ノ二第一項 の認証を受けたものを添

付しなければならない。  

（迅速な裁判）  

第十三条  裁判所は、保護命令の申立てに係る事件については、速やかに裁判をするものとする。  

（保護命令事件の審理の方法）  

第十四条  保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができる審尋の期日を経なければ、これ

を発することができない。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申立ての目的を達するこ

とができない事情があるときは、この限りでない。  

２  申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載がある場合には、裁判所は、当

該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談し又は援助若しくは保

護を求めた際の状況及びこれに対して執られた措置の内容を記載した書面の提出を求めるものとす

る。この場合において、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長は、これに速やか

に応ずるものとする。  

３  裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相談支援センター若しくは所属官署

の長又は申立人から相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた職員に対し、同項の規定

により書面の提出を求めた事項に関して更に説明を求めることができる。  

（保護命令の申立てについての決定等）  

第十五条  保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなければならない。ただし、口頭弁論

を経ないで決定をする場合には、理由の要旨を示せば足りる。  

２  保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日

における言渡しによって、その効力を生ずる。  

３  保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及びその内容を申立人の住所又は居

所を管轄する警視総監又は道府県警察本部長に通知するものとする。  

４  保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援センターの職員に対し相談し、又

は援助若しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に係る第十二条第一項第五号イ

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%96%be%8e%6c%88%ea%96%40%8c%dc%8e%4f&REF_NAME=%8c%f6%8f%d8%90%6c%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%96%be%8e%6c%88%ea%96%40%8c%dc%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%8c%dc%8f%5c%94%aa%8f%f0%83%6d%93%f1%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000005800200000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000005800200000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000005800200000001000000000000000000
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からニまでに掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記官は、速やかに、保護命令を発した旨及

びその内容を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センター（当該申立書に名称が

記載された配偶者暴力相談支援センターが二以上ある場合にあっては、申立人がその職員に対し相

談し、又は援助若しくは保護を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長に通知す

るものとする。  

５  保護命令は、執行力を有しない。  

（即時抗告）  

第十六条  保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができる。  

２  前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。  

３  即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因となることが明らかな事情があるこ

とにつき疎明があったときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告についての裁判が効力

を生ずるまでの間、保護命令の効力の停止を命ずることができる。事件の記録が原裁判所に存する

間は、原裁判所も、この処分を命ずることができる。  

４  前項の規定により第十条第一項第一号の規定による命令の効力の停止を命ずる場合において、

同条第二項から第四項までの規定による命令が発せられているときは、裁判所は、当該命令の効力

の停止をも命じなければならない。  

５  前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることができない。  

６  抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令を取り消す場合において、同条第二項から

第四項までの規定による命令が発せられているときは、抗告裁判所は、当該命令をも取り消さなけ

ればならない。  

７  前条第四項の規定による通知がされている保護命令について、第三項若しくは第四項の規定に

よりその効力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、裁判所書記官は、速

やかに、その旨及びその内容を当該通知をした配偶者暴力相談支援センターの長に通知するものと

する。  

８  前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した場合

について準用する。  

（保護命令の取消し）  

第十七条  保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立てをした者の申立てがあった場合には、

当該保護命令を取り消さなければならない。第十条第一項第一号又は第二項から第四項までの規定

による命令にあっては同号の規定による命令が効力を生じた日から起算して三月を経過した後にお

いて、同条第一項第二号の規定による命令にあっては当該命令が効力を生じた日から起算して二週

間を経過した後において、これらの命令を受けた者が申し立て、当該裁判所がこれらの命令の申立

てをした者に異議がないことを確認したときも、同様とする。  

２  前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定による命令を発した裁判所が前項の規定によ

り当該命令を取り消す場合について準用する。  

３  第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の場合について準用する。  

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立て）  

第十八条  第十条第一項第二号の規定による命令が発せられた後に当該発せられた命令の申立ての理

由となった身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする同号の規定による

命令の再度の申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本拠としている住居から転居

しようとする被害者がその責めに帰することのできない事由により当該発せられた命令の効力が生

ずる日から起算して二月を経過する日までに当該住居からの転居を完了することができないことそ

の他の同号の規定による命令を再度発する必要があると認めるべき事情があるときに限り、当該命

令を発するものとする。ただし、当該命令を発することにより当該配偶者の生活に特に著しい支障

を生ずると認めるときは、当該命令を発しないことができる。  
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２  前項の申立てをする場合における第十二条の規定の適用については、同条第一項各号列記以外

の部分中「次に掲げる事項」とあるのは「第一号、第二号及び第五号に掲げる事項並びに第十八条

第一項本文の事情」と、同項第五号中「前各号に掲げる事項」とあるのは「第一号及び第二号に掲

げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、同条第二項中「同項第一号から第四号までに掲げ

る事項」とあるのは「同項第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」とす

る。  

（事件の記録の閲覧等）  

第十九条  保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若し

くは謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を請求するこ

とができる。ただし、相手方にあっては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼び

出す審尋の期日の指定があり、又は相手方に対する保護命令の送達があるまでの間は、この限りで

ない。  

（法務事務官による宣誓認証）  

第二十条  法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に公証人がいない場合又は公証人が

その職務を行うことができない場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは地方法務局又はその支

局に勤務する法務事務官に第十二条第二項（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合

を含む。）の認証を行わせることができる。  

（民事訴訟法 の準用）  

第二十一条  この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に関する手続に関しては、その性質

に反しない限り、民事訴訟法 （平成八年法律第百九号）の規定を準用する。  

（最高裁判所規則）  

第二十二条  この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所

規則で定める。  

   第五章 雑則  

（職務関係者による配慮等）  

第二十三条  配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項にお

いて「職務関係者」という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、その置かれてい

る環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重するとともに、その安全

の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければならない。  

２  国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する

理解を深めるために必要な研修及び啓発を行うものとする。  

（教育及び啓発）  

第二十四条  国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国民の理解を深めるための教

育及び啓発に努めるものとする。  

（調査研究の推進等）  

第二十五条  国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するため、加害

者の更生のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に関する調査研究の

推進並びに被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努めるものとする。  

（民間の団体に対する援助）  

第二十六条  国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を

行う民間の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。  

（都道府県及び市の支弁）  

第二十七条  都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければならない。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%88%ea%81%5a%8b%e3&REF_NAME=%96%af%8e%96%91%69%8f%d7%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%88%ea%81%5a%8b%e3&REF_NAME=%96%af%8e%96%91%69%8f%d7%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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一  第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人相談所の運営に要する費用（次号に

掲げる費用を除く。）  

二  第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所が行う一時保護（同条第四項に規定する厚生労

働大臣が定める基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）に要する費用  

三  第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用  

四  第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社会福祉法人その他適当と認める者に委託

して行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用  

２  市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用を支弁しな

ければならない。  

（国の負担及び補助）  

第二十八条  国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用の

うち、同項第一号及び第二号に掲げるものについては、その十分の五を負担するものとする。  

２  国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の十分の五以内を補助することができる。  

一  都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第三号及び第四号に掲げるもの  

二  市が前条第二項の規定により支弁した費用  

   第五章の二 補則  

（この法律の準用）  

第二十八条の二  第二条及び第一章の二から前章までの規定は、生活の本拠を共にする交際（婚姻関

係における共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手からの

暴力（当該関係にある相手からの身体に対する暴力等をいい、当該関係にある相手からの身体に対

する暴力等を受けた後に、その者が当該関係を解消した場合にあっては、当該関係にあった者から

引き続き受ける身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた者について準用する。この場

合において、これらの規定中「配偶者からの暴力」とあるのは「第二十八条の二に規定する関係に

ある相手からの暴力」と読み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第二条 被害者 被害者（第二十八条の二に規定する

関係にある相手からの暴力を受けた

者をいう。以下同じ。） 

第六条第一項 配偶者又は配偶

者であった者 

同条に規定する関係にある相手又は

同条に規定する関係にある相手であ

った者 

第十条第一項から第四項まで、第十一条

第二項第二号、第十二条第一項第一号か

ら第四号まで及び第十八条第一項 

配偶者 第二十八条の二に規定する関係にあ

る相手 

第十条第一項 離婚をし、又はそ

の婚姻が取り消

された場合 

第二十八条の二に規定する関係を解

消した場合 
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   第六章 罰則  

第二十九条  保護命令（前条において読み替えて準用する第十条第一項から第四項までの規定による

ものを含む。次条において同じ。）に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処す

る。  

第三十条  第十二条第一項（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第

二十八条の二において読み替えて準用する第十二条第一項（第二十八条の二において準用する第十

八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により記載すべき事項について

虚偽の記載のある申立書により保護命令の申立てをした者は、十万円以下の過料に処する。  

 

   附 則 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。ただし、第二章、第六

条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第七条、第九条（配偶者暴力相談支援セ

ンターに係る部分に限る。）、第二十七条及び第二十八条の規定は、平成十四年四月一日から施行

する。  

（経過措置） 

第二条  平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に

関して相談し、又は援助若しくは保護を求めた場合における当該被害者からの保護命令の申立てに

係る事件に関する第十二条第一項第四号並びに第十四条第二項及び第三項の規定の適用については、

これらの規定中「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、「婦人相談所」とする。  

（検討）  

第三条  この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行状況等を

勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。  

 

   附 則 （平成一六年六月二日法律第六四号）  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。  

（経過措置） 

第二条  この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する法律（次項において「旧法」という。）第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規

定による命令に関する事件については、なお従前の例による。  

２  旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後に当該命令の申立ての理由となった身体に

対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものと同一の事実を理由とするこの法律に

よる改正後の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下「新法」という。）第

十条第一項第二号の規定による命令の申立て（この法律の施行後最初にされるものに限る。）があ

った場合における新法第十八条第一項の規定の適用については、同項中「二月」とあるのは、「二

週間」とする。  

（検討） 

第三条  新法の規定については、この法律の施行後三年を目途として、新法の施行状況等を勘案し、

検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。  

 

   附 則 （平成一九年七月一一日法律第一一三号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。  
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（経過措置） 

第二条  この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する法律第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事件について

は、なお従前の例による。  

 

   附 則 （平成二五年七月三日法律第七二号） 抄  

（施行期日） 

１  この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。  

 

   附 則 （平成二六年四月二三日法律第二八号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。  

一  第一条中次世代育成支援対策推進法附則第二条第一項の改正規定並びに附則第四条第一項及び

第二項、第十四条並びに第十九条の規定 公布の日  

二  第二条並びに附則第三条、第七条から第十条まで、第十二条及び第十五条から第十八条までの規

定 平成二十六年十月一日  

（政令への委任） 

第十九条  この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。  
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